
○　主文
一　本件各控訴を棄却する。
二　控訴費用は控訴人らの負担とする。
○　事実
第一　当事者の求める裁判
一　控訴人ら
１　原判決中控訴人らに関する部分を取り消す。
２　被控訴人が平成三年三月八日東京都に対してした建設省告示第四八六号に係る
都市計画事業の認可を取り消す。
３　被控訴人が平成三年三月一一日首都高速道路公団に対してした建設省告示第五
〇三号に係る都市計画事業の承認を取り消す。
４　訴訟費用は第一、第二審とも被控訴人の負担とする。
二　被控訴人
主文同旨
第二　当事者の主張
当事者双方の主張は、次のとおり付加、訂正、削除するほかは、原判決の事実摘示
「第二　当事者の主張」欄に記載のとおりであるから、これを引用する。
一　原判決三枚目裏七行目から同八行目にかけて、同九枚目表一行目から二行目に
かけて及び同一〇枚目表一〇行目から一一行目にかけての各「別紙原告目録の」か
ら「原告ら」までを、いずれも「別紙控訴人目録の控訴人番号一ないし一八五の控
訴人ら」に改める。
二　同四枚目表六行目の「別紙原告目録の」から同末行までを「別紙控訴人目録の
控訴人番号一八三及び一八四の控訴人らは本件各事業の事業地内に土地を所有して
おり、同番号一八五ないし一八七の控訴人らは、同事業地内にある建物を賃借して
いる。」に改める。
三　同四枚目裏三行目及び同五枚目表五行目から六行目にかけての各「別紙原告目
録の」から「原告らは、」までを、いずれも「別紙控訴人目録の控訴人番号一ない
し一八二の控訴人らは、」に改める。
四　原判決九枚目裏一〇行目の次に、改行して次のとおり加え、同末行の「３」を
「４」に改める。
「３控訴人らのうち、本件各処分に係る事業地内に不動産に関する権利を有しない
者の原告適格の有無を判断するに当たっては、最高裁判所平成四年九月二二日第三
小法廷判決（いわゆるもんじゆ事件判決）が参照されるべきである。
すなわち、同判決は、取消訴訟の原告適格について規定する行政事件訴訟法九条の
「法律上の利益を有する者」とは、「当該処分により、自己の権利若しくは法律上
保護された利益を侵害され又は必然的に侵害されるおそれのある者をいうのであ
り、当該処分を定めた行政法規が、不特定多数者の具体的利益を専ら一般的公益の
中に吸収解消させるにとどめず、それが帰属する個々人の個別的利益としてもこれ
を保護すべきものとする趣旨を含むと解される場合には、かかる利益も右にいう法
律上保護された利益に当たり、当該処分によりこれを侵害され又は必然的に侵害さ
れるおそれのある者は、当該処分の取消訴訟における原告適格を有するものという
べきである。」としている。
ところで、本件各処分は、直接的には、法五九条二項及び三項に基づくものである
が、法六一条は、事業の内容が都市計画に適合することを許可又は承認の要件と
し、ここにいう都市計画は法一三条の都市計画基準を満たした適法な都市計画を指
すものと解されるから、都市計画基準を定める法一三条も、本件各処分の根拠法規
である。そして、法一三条一項四号は、道路を含も都市施設に関する計画基準とし
て、「土地利用、交通等の現状及び将来の見通しを勘案して適切な規模で必要な位
置に配置することにより、円滑な都市活動を確保し、良好な都市環境を保持するよ
うに定めること」を掲げているし、同条一項は、各号列記以外の部分において「当
該都市について公害防止計画が定められているときは、都市計画は、当該公害防止
計画に適合したものでなければならない」と定めている。
法一三条一項四号が、都市施設を建設する都市計画基準として「良好な都市環境の
保持」をあえて規定し、その要件を満たした都市計画に適合する都市計画事業に対
してのみ法五九条二、三項の承認、認可を与えることとしたのは、当該承認、認可
を通して、当該都市施設周辺住民の良好な都市環境を保持し、ひいては周辺住民の
生命、身体を保護しようとしたものにほかならない。
また、法は、その一三条一項各号列記以外の部分において、公害防止計画の定めら



れている地域においては、「都市計画は、当該公害防止計画に適合したものでなけ
ればならない。」としているところ、現に東京都においては公害対策基本法に基づ
き内閣総理大臣の承認を得た東京地域公害防止計画（なお、環境基本法の施行に伴
う関係法律の整備に関する法律三条により、この計画は、環境基本法一七条の公害
防止計画とみなされる。）が策定されており、ここにいう公害とは、公害対策基本
法二条により、「事業活動その他の人の活動に伴って生ずる相当広範囲にわたる大
気の汚染、水質の汚濁（括弧内略）、土壌の汚染、騒音、振動、地盤の沈下（括弧
内略）及び悪臭によって、人の健康又は生活環境に係る被害が生ずることをい
う。」と定められていたから、結局、東京都においては、都市施設である道路の新
設、拡幅を含む都市計画によって、人の健康ないしは生活環境が害されることを防
止することが、法の保護の対象となっているというべきである。
このように、法は、許可、承認の要件として、良好な都市環境の保持、公害防止計
画適合性を要件として掲げることにより、良好な環境を法により保護された利益と
して位置付けているのであり、右の事業地内に居住し又は同地域内に通勤若しくは
通学する控訴人らは、本件各事業により都市施設たる道路が新設又は拡幅されるこ
とにより増加する車の排気ガスにより、必然的に良好な環境を害されるおそれがあ
ることは明らかである。そして、右のような環境の保持又は公害防止計画適合性に
よって実現される法益の究極は、個々人の健康であり、とりわけ、道路を走行する
自動車（特にディーゼル車）の排気ガスが付近住民の健康に与える影響はきわめて
深刻かつ重大なものであり、重篤な呼吸器系疾患をひき起こし、時として人の生命
を奪うことすらある。してみると、法は、かかる重大な健康被害や人の生命につい
ての利益を、専ら一般的公益の中に吸収解消させていると解することはできず、こ
れが帰属する個々人の個別的利益としても保護すべきものとする趣旨であることは
明らかである。」
五　同一八枚目裏九行目の「中央環状新宿線建設計画」から同末行の「並びに」ま
でを削る。
六　同二二枚目表一〇行目及び同裏四行目の各「いえない。」をいずれも「いえ
ず、公共の福祉の増進に寄与するものともいえない。」に改める。
七　同二四枚目表三行目から四行目にかけての「法二条に」を「土地収用法二〇条
三号にも、法二条にも」に改める。
八　同二四枚目表七行目の「本件公害防止計画は、」から同裏四行目から五行目に
かけての「違反するものである。」までを、次のとおり改める。
「法一三条一項は、都市計画が公害防止計画に適合したものでなければならない旨
を定めているところ、本件公害防止計画は、平成三年度末における二酸化窒素、浮
遊粒子状物質等の大気汚染物質に関する環境基準値の達成を目標としているから、
本件都市計画は、少なくとも右の目標を阻害し悪化させるものであってはならない
はずである。そのためには、窒素酸化物についていえば、少なくとも、本件各事業
の実施により、交通量の増加がもたらす窒素酸化物の増大より、交通流の円滑化、
都心に流入する通過交通の排除等により、都心部総体としては窒素酸化物削減効果
の方が大きいことが立証されなければならない。また、本件公害防止計画は、窒素
酸化物対策として、「道路の整備に当たっては、必要に応じ環境保全対策を講ずる
など、環境保全に配慮するものとする。」としているから、本件各事業による道路
が環境保全対策を講じたものであり、周辺環境の保全に配慮したものでなければな
らない。しかるに、本件各事業には、右の要件がないばかりか、その施工により、
後記（２）および（３）のとおり、二酸化窒素及び浮遊粒子状物質に関する環境基
準値の達成を阻害し、その環境を悪化させるものであるから、本件公害防止計画に
適合したものとはいえず、法一三条一項各号列記以外の部分に違反するとともに、
法一条、二条にも違反するものである。」
九　同二六枚目表六行目の次に、改行して「さらに、本件拡幅事業においては、歩
道に植樹帯を設けることにより大気汚染防止効果を期待することが可能であるの
に、これを設けていない等の周辺環境に対する配慮もなされていない。」を加え
る。
一〇　同二六枚目裏一〇行目の次に、改行して「さらに、中央環状新宿線建設計画
は、脱硝装置を排気搭及び地上への出入口に設置し、併せて短期高濃度汚染に対す
る対策を講ずる等の環境保全対策も取られていない。」を加える。
一一　同三一枚目裏一〇行目の「判断をする」を「判断する」に改める。
一二　同三二枚目表二行目の「その事業が」を「その事業につき」に改める。
一三　同四二枚目裏九行目の「２（四）（１）」を「２（四）（２）」に改める。



第三　証拠関係（省略）
○　理由
一　当裁判所も、控訴人のうち別紙控訴人目録の控訴人番号一ないし一八二の控訴
人らの本件訴えは、不適法であるから却下すべきであり、その余の控訴人らの請求
は理由がないから棄却すべきものと考える。その理由は、次のとおり付加、訂正、
削除するほかは、原判決の理由説示のとおりであるから、これを引用する。
１　原判決五〇枚目裏二行目から三行目にかけての「公害防止計画と」を「公害防
止計画に」に改める。
２　同五二枚目表五行目の次に、改行して次のとおり加える。
「なお、控訴人らは、最高裁判所平成四年九月二二日第三小法廷判決（いわゆるも
んじゆ事件判決）を引用して、その基準によれば、控訴人らはすべて原告適格を有
すると主張する。当裁判所は、右最高裁判所判決は、従来の同裁判所の判例を踏襲
するもので（このことは、同判決自体が控訴人らの主張するいわゆるジュース表示
事件判決（最高裁判所昭和五三年三月一四日第三小法定判決）を含む従来の判例を
引用していることに照らしても明らかである。）、前記理由（引用に係る部分）を
変更する必要はないものと考える。ただ、右判決は、当該処分を定めた行政法規
が、不特定多数者の利益を保護する趣旨の規定である場合であっても、それが帰属
する個々人の個別的利益としても保護する趣旨を含も場合があり、係る場合には、
処分によりその個別的利益が侵害され又は必然的に侵害されるおそれのある者も当
該処分の取消訴訟における原告適格を有する旨を判示したものであり、当裁判所
も、もとより、右の判断基準は相当であると考える。そこで、以下において、右の
観点からの当裁判所の見解を付加することとする。
控訴人らは、法一三条一項四号の良好な環境の保持及び同条一項の各号列記以外の
部分の公害防止計画適合性によってもたらされる利益は、前記控訴人らの個別的な
法的利益であると主張するが、右の各利益は、都市計画に係る都市施設の付近住民
が等しく享受すべき利益であるから、不特定多数者の利益を保護したものであるこ
とは明らかである。そこで、法が、これを専ら一般的公益の中に吸収解消させるに
とどめず、これと並んでその利益が帰属する個々人の個別的利益としても保護すべ
きものとする趣旨を含むと解されるか否かについて検討することとする。
先ず、控訴人らは、法一三条一項四号が「都市施設は、土地利用、交通の現状及び
将来の見通しを勘案して、適切な規模で必要な位置に配置することにより、円滑な
都市活動を確保し、良好な都市環境を保持するように定めること。」と定めている
ことをとらえて、本件各事業地の周辺住民の良好な都市環境の保持は、法によって
保護された利益であり、しかも、これは付近住民の個別的利益であると主張する。
しかし、右主張は採用することができない。そもそも、法は、その一条及び二条に
よると、多様化する都市活動が一体として十分な機能を発揮し得るように、都市の
健全な発展を図り、公共施設を適切に配置すること等秩序ある整備を図ることによ
り、健康で文化的な都市生活及び機能的な都市活動を確保しようとするものであ
り、そのためには土地の合理的な利用が不可欠であるところから、適正な規制のも
とに合理的な土地利用が図られるべきであるとしているのである。してみると、法
は、土地の個別的な権利と都市計画との間の調節を図り、「健康で文化的な都市生
活」及び「機能的な都市活動」の実現を期そうとするものであることが明らかであ
り、換言すれば、法は、ここにいう「健康で文化的な都市生活」及び「機能的な都
市活動」を、法が都市計画を介して実現すべき目的ないしは理念として掲げ、土地
利用の制限といういわば私権を制限する手段を用いてでも、その実現を図ることが
できるようにしたものであって、このような目的の実現によってもたらされる利益
は、付近住民が等しく享受できるもの（すなわち公益）であり、不特定多数者の利
益に当たることは疑いがない。法が、このように、他の私権を制限してでも、実現
すべき公益として、「健康で文化的な都市生活」又は「機能的な都市活動」を掲げ
ていること及び法一六条、一七条は前説示のとおり都市計画に係る付近住民の権利
を保障したものと解することはできず他に付近住民の権利を保障する趣旨の規定は
ないことを総合して考えると、右の公益を実現すべき旨の規定が、同時に、付近住
民の享受する個別的利益としても保障した趣旨に出たものでないことは明らかであ
る（ちなみに、これに対比しうる関係を、核原料物質、核燃料物質及び原子炉の規
制に関する法律についてみるに、同法一条とそれが引用する原子力基本法の精神と
によると、同法は、原子炉の利用等による「災害を防止し」、「公共の安全を図
る」ために、「原子炉の設置及び運転」等の規制を行い、もって「原子力の研究、
開発及び利用を促進することによって、将来におけるエネルギー資源を確保し、学



術の進歩と産業の振興とを図り、もって人類社会の福祉と国民生活の水準向上とに
寄与」することを目的としている。そして、ここにいう「災害の防止」、「公共の
安全」は、一面において、不特定多数者の利益を保護するものであることが明らか
であるが、規制の在り方いかんによっては「災害の防止」、「公共の安全」の程度
に差異が生じうることを考慮すると、他面において、原子炉等の運用により万一起
こる災害によって必然的に被害を被る原子炉等の付近住民の個別的利益をも保護す
る趣旨が含まれていると解されるところである。これに対して、同法が、規制を介
して実現を期している対象である「エネルギー資源の確保」や「人類社会の福祉、
国民生活の水準向上」等の利益は、専ら公益を保護する趣旨であって、個々人の個
別的利益を保護する趣旨に出たものでないことは明らかである。）。
ところで、控訴人らの主張する法一三条一項四号は、法一条及び二条の右の趣旨
を、都市計画中の都市施設について改めて宣明したものにほかならないのであっ
て、都市施設の周辺住民が等しく良好な都市環境を保持できるようにすることを定
めたもので、周辺住民の良好な都市環境を害されないという個別的利益をも保護し
た規定であると解する余地はない（なお、控訴人らは、同号の「良好な都市環境」
の中には、都市施設の付近住民の生命、身体を保護する趣旨を含むかのように主張
するが、「都市環境」とは、一般に、交通、衛生、治安、経済、文化、生活便益等
広範な都市における生活環境を総称するものであって、このことは、同項が、市街
化区域にあっては道路、公園、下水道を、第一種住居専用地域等にあっては義務教
育施設を都市施設として定めるべきことを規定していることに照らしても、明らか
である。）。
次に、控訴人らは、法一三条一項各号列記以外の「当該都市について公害防止計画
が定められているときは、都市計画は、当該公害防止計画に適合したものでなけれ
ばならない。」と規定していることをとらえて、法は、本件各事業の付近住民の公
害被害を受けない利益を個別的利益として保護したものであると主張する。しか
し、右主張も採用することができない。すなわち、同項の規定は、従来、都市は自
然の膨張のままに放置され、種々の理由からその規制がされるようになっても、こ
れらが有機的に整合しない限りは、健全な都市の形成、発展は望めないところか
ら、都市計画の基準として他の法律等に基づく計画との整合性のある計画の策定を
期したものであって、このことは、同項がその直前において、全国総合開発計画、
首都圏開発計画等の法律に基づく国土計画や地方計画、さらには道路、河川、鉄道
等の施設に関する国の計画に適合するように定めなければならないと規定している
ことからも明らかである。換言すれば、法が、同項の各号列記以外において、「当
該都市について公害防止計画が定められているときは、都市計画は、当該公害防止
計画に適合したものでなければならない。」と定めたのは、公害防止計画を無に帰
せしめることがないようにするとともに、都市計画を真に実効性のあるものとする
ための、専ら公益の保護に出た規定である。仮に、控訴人らの主張するように、こ
れを付近住民の個別的利益の保護をも配慮した規定であるとすると、法は、公害防
止計画が定められている都市の住民に対しては、これが定められていない都市の住
民と区別して、特別の保護を規定していることとなるが、このような区別が合理的
理由を持ちえないことは明らかであろう。
よって、控訴人らの右各主張は、いずれも、本件各事業の付近住民の原告適格を基
礎付けるものとはいえない。」
３　同五二枚目裏五行目から同五四枚目表七行目までを次のとおり改め、同八行目
の「別紙原告目録の原告番号四〇九ないし四二三の原告らは」を「別紙控訴人目録
の控訴人番号一八三ないし一八七の控訴人らは」に改める。
「成立に争いのない甲第一七五号証の一、二及び弁論の全趣旨により真正に成立し
たものと認められる同第一九〇号証によれば、別紙控訴人目録の控訴人番号一八三
の控訴人が本件各事業の事業地である地域内に土地の持分権及び建物の区分所有権
を有し、成立に争いのない甲第一七六号証の一ないし三及び前掲同第一九〇号証に
よれば、同番号一八四の控訴人が右地域内に土地及び建物を所有し、弁論の全趣旨
により真正に成立したものと認められる甲第一八〇号証の一、二、同一八四号証、
同一八五号証及び前掲同一九〇号証によれば、同番号一八五ないし一八七の控訴人
らがいずれも右地域内の土地上に存する建物の賃借権を有していることがそれぞれ
認められる。」
４　同五四枚目裏二行目の「別紙原告目録の原告番号一ないし四〇八の原告らが」
を「別紙控訴人目録の控訴人番号一ないし一八二の控訴人らが」に、同八行目の
「原告らは、」を「控訴人らが、右の法の規定により自己の権利又は法律上保護さ



れた利益を侵害され又は必然的に侵害されるおそれのある者に該当しないことは明
らかであり、法の他の規定や趣旨を検討しても、法が、右控訴人らの主張する利益
をそれが帰属する個々人の個別的利益として保護すべきものとする趣旨を含むもの
と解することはできないから、」にそれぞれ改める。
５　同五六枚目裏末行の「主張２」を「主張２（三）」に改め、同行の次に改行し
て「１　都市計画決定の違法と本件各処分の違法事由との関係」を加え、同五七枚
目表一行目の「１」を削る。
６　同五七枚目表五行目の「行使に当たるもの」を「行使に当たる行為」に改め
る。
７　同五七枚目裏六行目の「主張２（三）について」を「主張２（三）の違法事
由」に改める。
８　同五九枚目裏四行目から五行目にかけての「右のとおりであり」の次に「（仮
に、控訴人ら主張のように、都市計画の決定当時は適法であったとしても、法の施
行により都市計画が違法となる場合があるというのでは、前記の法施行法二条の趣
旨が没却される結果となり、そのように解することができないことは明らかであ
る。）」を加える。
９　同六〇枚目裏六行目から六二枚目裏末行までを、次のとおり改める。
「法一三条一項列記以外の部分にいう公害防止計画は、公害対策基本法一九条二項
に基づき定められるもので、現に公害が著しく、かつ公害の防止に関する施策を講
じなければ公害の防止を図ることが著しく困難になると認められる地域等特定の要
件がある地域において実施されるべき公害の防止に関する施策に係る計画をいうの
であるから、この点を本件公害防止計画（成立に争いのない甲第五二号証）につい
て見てみることにする。
本件公害防止計画は、東京都知事が昭和六三年に、東京都のうち離島部分と日の出
町、五日市町、檜原村、奥多摩町の部分とを除いた全域を策定地域として、昭和六
六年度（平成三年度）末に公害対策基本法九条の定める環境基準が達成維持される
ことを目標として策定したものであり、計画の主要課題として、都市地域（二三区
及び隣接五市を指す。）における大気汚染対策ほか四課題を掲げている。
そして、大気汚染に係る施策の基本的方向として、「窒素酸化物については、清掃
工場等大規模発生源に対する排出量削減指導、都独自の「窒素酸化物削減指導要
綱」に基づく指導、民生等小規模燃焼機器対策の推進等環境基準の達成を目指し、
新たな施策を講ずる」とし、昭和六五年（平成二年）度目標を設定して、これを達
成するための施策として、固定発生源対策として、大現模発生源に対する削減対策
の強化、中規模発生源に対する削減指導、定置型内燃機関対策の推進、民生等小規
模燃焼機器対策の推進、地域暖冷房の推進を掲げ、移動発生源対策として、自動車
排出ガス規制の強化と並んでその他の自動車対策として、「都の推進している「自
動車使用合理化指導標準」に基づき共同輸・配送等、物資輸送の合理化など交通量
の抑制、信号機の高度化、交通管制センターの整備等交通管制システムの整備、必
要な交通規制の実施、幹線道路の交差点の立体化を図るとともに、環状道路等の道
路網の整備を行う。なお、道路の整備に当たっては、必要に応じ環境保全対策を講
ずるなど、環境保全に配慮するものとする。」としている。
ところで、法一三条一項は、「当該都市について公害防止計画が定められていると
きは、都市計画は、当該防止計画に適合したものでなければならない。」と規定す
るが、ここにいう公害防止計画が、当該地域において実施されるべき公害の防止に
関する施策に係る計画を指すことは明らかであるから、法は、公害防止計画に盛ら
れた施策との間の適合性を要求していることは明らかであり、したがって、都の施
策の実施を不能にし又は著しく困難にする場合及び都の実施する施策の効果を直接
減殺するような場合には、これに適合しないこととなるが、都市計画が公害防止計
画に盛られた施策に積極的に寄与することまでも要求する趣旨でないことは明らか
である。
控訴人らは、本件公害防止計画が平成三年度末に環境基準が達成されることを目標
として掲げていることをとらえて、本件各事業がこれが達成を阻害ないし悪化させ
るものであれば、本件公害防止計画に適合しないこととなると主張するが、その失
当であることは、前説示により明らかである（そもそも、都市計画と環境基準の特
定の時期までの達成の可否とは、比較可能性のない事柄であり、仮にすべての都市
計画が環境基準値の特定の時期までの達成に支障のないものに限られるとすると、
各都市計画毎にその時点での環境基準値と現況との乖離を検討しなければならない
こととなるだけでなく、都市計画が策定される時期の前後によって、公害防止計画



適合性の有無の判断に不整合の余地を残すこととなり、かくては法の期待する都市
計画の目的を達することはできないこととなるから、このような解釈を採りえない
ことは明らかである。）。
そこで、さらに進んで、右の見地から、中央環状新宿線建設計画が、本件公害防止
計画に適合するか否かについて検討する。右建設計画は、その設計の概要が原判決
別紙事業目録二の三２記載のとおりで、これにより、首都高速道路の都心環状線を
通過する交通の迂回、分散を図り、放射線を含む首都高速道路全体の効率的利用及
び高速道路本来の機能を発揮させるとともに、一般環状道路からの利用転換を図る
ことにより周辺街路の混雑を緩和し、さらには渋谷、新宿、池袋の三副都心の育成
を介して東京の多心型都市形成に資することを目的とするもので、もとより、前記
本件公害防止計画の窒素酸化物対策の実施を阻害したり、その実施による効果を減
殺するものでないばかりでなく、同対策が道路の渋滞を解消させることにより窒素
酸化物の削減を図ろうとする思想と一致するものと言うことができる。してみる
と、右中央環状新宿線建設計画は、本件公害防止計画に適合していることが明らか
である（なお、控訴人らは、本件公害防止計画が「道路の整備に当たっては、必要
に応じ環境保全対策を講ずるなど、環境保全に配慮するものとする」としている点
をとらえて、本件地下道路事業には、脱硝装置の設置、短期高濃度汚染対策がされ
ていないから、右計画に適合しないと主張するが、右計画に示された窒素酸化物対
策は、他の部分が、固定発生源対策、移動発生源対策とも具体的であるのに比し、
控訴人ら主張の道路整備に当たっての環境保全については、右のとおり抽象的な表
現に止まっていることに照らしても、また、いずれも成立に争いのない甲第一九四
号証、乙第六〇ないし六二号証によって認められる、本件公害防止計画が策定され
た昭和六三年はもとより、本件承認がされた平成三年当時においても、現実の道路
整備に伴って実施できるような低濃度脱硝技術及び短期高濃度汚染の防除策は、開
発されていなかったことに照らしても、控訴人らの主張する脱硝装置の設置又は短
期高濃度汚染対策が施されていないことをもって、中央環状新宿線建設計画が本件
公害防止計画に適合しないということはできない。）。
次に、本件公害防止計画の浮遊粒子状物質対策の記述をみると、「浮遊粒子状物質
は、固定発生源、移動発生源及び自然界に起因するもののほか、二次的に生成され
るものなど複雑多岐であるため、現状では発生源別の実体把握及び発生源と環境濃
度との関係などについて未解明な部分が残されている。環境基準の確保のために
は、これらの調査研究を進め、汚染予測モデルを開発し、削減手法を確立する必要
がある。」との認識を示した上、施策については、次のとおりとしている。
すなわち、「環境基準の達成を目途に、移動発生源に対する黒煙規制と併せ、固定
発生源に対するばいじん等の削減対策を講ずる。ア　大気汚染防止法及び東京都公
害防止条例に基づくばいじん規制、粉じん規制の遵守及び集じん装置の維持管理の
徹底を引き続き実施する。イ　良質燃料の使用指導、地域暖冷房の加入促進を引き
続き推進する。ウ　削減対策を確立するため、次のような調査研究を進める。
（１）一時汚染物質が大気中で反応し、浮遊粒子状物質を生成する機構に関する調
査研究（２）固定発生源・移動発生源からの排出量及び自然界からの寄与率の解明
に関する調査研究（３）汚染予測手法の確率に関する調査研究」
以上を要するに、浮遊粒子状物質については、その発生、拡散のメカニズムすら十
分に解明されていないため、本件で問題となる移動発生源に対する具体的な施策と
しては、黒煙規制（特にディーゼル車に対するもの）を揚げるに止まっており、し
てみると、中央環状新宿線建設計画が、本件公害防止計画が定める対策を困難にし
又はその実施の効果を減殺するということもできないから、右都市計画は、本件公
害防止計画に適合するものというべきである。」
１０　同七〇枚目裏六行目の「及び（三）」を削る。
二　よって、原判決は相当であり、本件控訴はいずれも理由がないからこれを棄却
することとし、控訴費用の負担について民事訴訟法九五条、八九条、九三条を適用
して、主文のとおり判決する。
（裁判官　野田　宏　田中康久　森脇　勝）
参考
本控訴審判決において付加、訂正、削除の上、引用された原審判決部分を組み込ん
だ判決の事実及び理由
（注）原審判決が、本控訴審判決により付加、訂正されている部分には傍線を、削
除されている部分には（※）を付した。
なお、引用された部分の当事者の表記は、原審判決の表記のままとした。



○　事実
第一　当事者の求める裁判
一　控訴人ら
１　原判決中控訴人らに関する部分を取り消す。
２　被控訴人が平成三年三月八日東京都に対してした建設省告示第四八六号に係る
都市計画事業の認可を取り消す。
３　被控訴人が平成三年三月一一日首都高速道路公団に対してした建設省告示第五
〇三号に係る都市計画事業の承認を取り消す。
４　訴訟費用は第一、第二審とも被控訴人の負担とする。
二　被控訴人
主文同旨
第二　当事者の主張
当事者双方の主張は、次のとおり付加、訂正、削除するほかは、原判決の事実摘示
「第二　当事者の主張」欄に記載のとおりであるから、これを引用する。
〔付加、訂正、削除の上、引用された原審判決部分〕
一　請求原因
１　被告は、平成三年三月八日付けで、施行者である東京都に対し、別紙事業目録
一に記載のとおりの東京都渋谷区＜地名略＞外を事業地とする東京都市計画道路事
業幹線街路環状第六号線及び補助線街路第五四号線（以下「本件拡幅事業」とい
う。）を認可（以下「本件認可」という。）し、同日これを告示した（建設省告示
第四八六号）。
２　被告は、平成三年三月一一日付けで、施行者である首都高速道路公団に対し、
別紙事業目録二に記載のとおりの東京都目黒区＜地名略＞外を事業地とする東京都
市計画道路事業都市高速道路中央環状新宿線「以下「本件地下道路事業」といい、
本件拡幅事業と本件地下道路事業を併せて「本件各事業」という。）を承認（以下
「本件承認」といい、本件認可と本件承認とを併せて「本件各処分」という。）
し、同日これを告示した（建設省告示第五〇三号）。
３　（一）別紙控訴人目録の控訴人番号一ないし一八五の控訴人らは、東京都環境
影響評価条例（昭和五五年一〇月二〇日東京都条例第九六号、以下「本件条例」と
いう。）一三条一項に基づき東京都知事により、本件地下道路事業の環境影響評価
手続の関係地域に定められた別紙図面１の地域内（以下「本件関係地域」とい
う。）に居住している者又は同地域内に通勤し若しくは通学し、旧公害に係る健康
被害の救済に関する特別措置法（昭和四四年法律第九〇号）三条に定められた公害
健康被害認定の滞在要件に該当する者であって、本件各処分に基づく事業から生じ
る大気汚染による健康被害及び地盤沈下等の被害を被る蓋然性の高いと認められる
者である。
（二）　別紙控訴人目録の控訴人番号一八三及び一八四の控訴人らは本件各事業の
事業地内に土地を所有しており、同番号一八五ないし一八七の控訴人らは、同事業
地内にある建物を賃借している。
４　本件各処分はいずれも違法であるから、原告らはその取消しを求める。
二　被告の本案前の抗弁
別紙控訴人目録の控訴人番号一ないし一八二の控訴人らは、以下のとおり本件各処
分の取消しを求める法律上の利益を有しないから、これらの原告らの訴えはいずれ
も不適法である。
１　行政事件訴訟法九条所定の行政処分の取消しを求めるについて法律上の利益を
有する者とは、当該行政処分の根拠である行政法規が行政権の行使に制約を課すこ
とによって保障している権利利益を、当該行政処分の法的効果として侵害され、若
しくは必然的に侵害されるおそれのある者をいうものと解すべきところ、都市計画
法（平成三年法律第三九号による改正前のもの、以下「法」という。）五九条に規
定する都市計画事業の認可又は承認ないしその告示によって生じる、土地等の収用
又は使用（法六九条及び七〇条）、土地の形質の変更又は建築等の制限（法六五
条）、土地建物の先買い（法六七条）等の法的効果の及ぶ範囲は、当該認可又は承
認に係る事業地内の不動産に限られるから、右地域内に不動産に関する権利を有し
ない者は当該認可又は承認の取消しを求める法律上の利益を有しないものと解すべ
きである。別紙控訴人目録の控訴人番号一ないし一八二の控訴人らは、いずれも本
件各事業地内に不動産に関する権利を有しないから、本件各処分の取消しを求める
について法律上の利益を有しない。
２　原告らは、本件各処分によって、法により保護されている良好な環境を享受



し、健康に生活する利益が奪われるから、本件各処分の取消しを求める法律上の利
益があると主張する。
しかしながら、法はその目的を都市の健全な発展と秩序ある整備という公益とし
（法一条）、都市計画の基本理念を健康で文化的な都市生活及び機能的な都市活動
の確保という一般的利益の保護としていること（法二条）及び法五九条の認可又は
承認の内容に関する基準として事業内容が都市計画に適合することが求められてい
るにとどまり、当該事業地付近住民の個別的、具体的な生活環境上の利益を保護す
るための特段の具体的な規定を設けていないことからすれば、法が、個々の都市住
民に対し、個別的、具体的に良好な環境を享受する利益、健康に生活する権利を保
障するために行政権の行使に制限を加えていると解することはできない。
仮に、法が都市の健全な発展と秩序ある整備という公益を実現する過程において、
事業地付近の住民が原告らの主張するような利益を享受することがあるとしても、
そのような利益は、右公益の保護を通じて反射的に保護される事実上の利益であっ
て、法が行政権の行使に制限を加えて保護している利益には当たらない。
また、仮に原告らの幸福追求権及び人格権が侵害されるとしても、それは、本件各
事業に係る道路の建設工事又は道路の供用開始後の自動車の走行等による騒音、振
動、排気ガス等の発生といった本件各処分とは全く別個の事実状態によって発生す
るものであって、本件各処分の法律効果によって直接発生するものではないから、
原告らが主張する権利が本件各処分によって必然的に侵害されるおそれがあるとは
いえない。
三　本案前の抗弁に対する原告らの反論
１　行政事件訴訟法九条所定の行政処分の取消しを求めるについての法律上の利益
を有する者とは、裁判所が具体的事案において原告の主張する利益が裁判上の保護
に値するものかどうかを判断して訴えの利益を肯定できる者をいうと解すべきであ
る。
原告らは、本件各事業による道路の拡幅及び地下道路の建設によって、大気汚染に
よる健康被害及び地盤沈下の被害を受けるおそれがあり、このような被害を防止し
て良好な生活環境を享受する権利は、人の生命、身体にも関わるものとして、憲法
一三条により保障される生存に不可欠な人格権、幸福追求権であって、裁判上保護
に値するといえる。
２　仮に、行政事件訴訟法九条所定の法律上の利益を被告主張のように解したとし
ても、右のような人格権、幸福追及権は、法律上保護された利益というべきであ
り、そうでないとしても、以下のとおり、原告らは本件各事業地内に存する不動産
に関して権利を有するか否かにかかわらず、本件各処分の取消しを求める法律上の
利益を有する者に当たる。
（一）　法の立法理由として都市及びその周辺の環境の保全並びに公害の防止が、
法の目的として都市の良好な環境の保持及び機能的な都市活動の確保がそれぞれあ
げられ、都市計画が公害防止計画に適合すべきことを定める一三条一項各号列記以
外の部分等の都市環境の保護を目的とした規定（法一条、二条、九条一項ないし三
項、六項、九項及び一〇項、一二条の五第一項、一三条一項一号、二号、四号等）
が多く設けられており、法が公害対策基本法、大気汚染防止法、道路運送車両法等
の公害の防止を目的とする関連法規と共通の目的を持ち、これらと連動した法律と
して制定されたことからすれば、法は都市計画区域内の住民の環境利益の保護及び
これら住民の生命身体を侵害されない利益を保護しているものと解される。
（二）　さらに、法が都市計画の決定手続の一環として一六条及び一七条において
公聴会の開催、都市計画案の縦覧、意見書の提出等の手続を定め、これに都市計画
区域内の土地に関して利害関係を有する者（法一六条二項、法施行令一〇条の三）
のみならず、住民をも参加させることを定めていること（法一六条一項、一七条二
項）からすれば、法は、付近住民個々人の環境利益を個別的具体的に保護する趣旨
を有するものと解される。
また、公害による被害は常に個別具体的な人間の生命、身体について発生するもの
であるから、公害による被害を防止するという利益は一般的公益の中に吸収解消さ
せて保護を図ることのできないものであり、公害防止を目的とする法律は、常に、
公害によって健康を害されないという個々人の個別的利益をも保護する趣旨を含む
ものと解すべきである。
（三）　行政処分により直接又は間接に被害を受ける可能性のある者の中から一定
の基準によって特定された者には、単なる一般的公益とは区別される特別の利益が
帰属しており、行政法規は、そのような特別の利益についてはこれを一般的公益に



吸収解消させることなく、一般的公益と並んでそれが帰属する個々人の個別的利益
として保護していると解すべきである。
原告らは、以下のとおり、本件各事業の完成によって直接かつ重大な環境上の被害
を受ける危険性のある地域内に居住し又は同地域内に通勤し若しくは通学し、旧公
害に係る健康被害の救済に関する特別措置法（昭和四四年法律第九〇号）三条に定
められた公害健康被害認定の滞在要件に該当する者であって、本件各処分により被
害を受ける可能性のある他の者から特定されるから、法は、このような原告らの生
活環境上の利益を、一般的公益としての環境利益に吸収解消させずに、これと並ん
で原告ら個々人の個別的利益として保護していると解すべきである。
（１）　本件条例二条五号によれば、関係地域とは「事業者が対象事業を実施しよ
うとする地域及びその周辺地域で当該対象事業の実施が環境に著しい影響を及ぼす
おそれがある地域として、第一三条第一項の規定により知事が定める地域」をいう
から、本件関係地域は、行政庁自身が、本件地下道路事業の施行から生じる大気汚
染等による健康被害や地盤沈下等の被害を被る蓋然性が高いと認めた地域である。
本件関係地域内に居住し又は同地域内に通勤し若しくは通学し、旧公害に係る健康
被害の救済に関する特別措置法（昭和四四年法律第九〇号）三条に定められた公害
健康被害認定の滞在要件に該当する別紙控訴人目録の控訴人番号一ないし一八五の
控訴人らは、本件承認により直接かつ重大な環境上の被害を被る蓋然性の高い地域
内に居住し、通勤し又は通学する者として、本件承認による被害を受ける可能性の
ある他の者から特定されるから、本件承認に関し一般的公益以上の特別の利益を有
する者に当たり、法により個別にその利益を保護されている者というべきである。
（２）　本件拡幅事業については、後記のとおり、本件条例に基づき環境影響評価
を行い、その関係地域を定めるべきであったのに、環境影響評価手続が行われてお
らず、これに係る関係地域も定められていない。しかしながら、仮に本件拡幅事業
について関係地域が定められていれば、その地域は、本件各事業地が重なりあう渋
谷区＜地名略＞から豊島区＜地名略＞までの範囲を含むことになるはずであり、原
告らは右地域内に居住し又は同地域内に通勤し若しくは通学し、旧公害に係る健康
被害の救済に関する特別措置法（昭和四四年法律第九〇号）三条に定められた公害
健康被害認定の滞在要件に該当する者であるから、本件認可により直接かつ重大な
環境上の被害を被る蓋然性の高い地域内に居住し、通勤し又は通学する者として、
本件認可により被害を受ける可能性のある他の者から特定されている。したがっ
て、原告らは本件認可に関しても一般的公益以上の特別の利益を有するものとし
て、法により個別にその利益を保護されているということができる。
３　控訴人らのうち、本件各処分に係る事業地内に不動産に関する権利を有しない
者の原告適格の有無を判断するに当たっては、最高裁判所平成四年九月二二日第三
小法廷判決（いわゆるもんじゆ事件判決）が参照されるべきである
すなわち、同判決は、取消訴訟の原告適格について規定する行政事件訴訟法九条の
「法律上の糾益を有する者」とは、「当該処分により、自己の権利若しくは法律上
保護された利益を侵害され又は必然的に侵害されるおそれのある者をいうのであ
り、当該処分を定めた行政法規が、不特定多数者の具体的利益を専ら一般的公益の
中に吸収解消させるにとどめず、それが帰属する個々人の個別的利益としてもこれ
を保護すべきものとする趣旨を含むと解される場合には、かかる利益も右にいう法
律上保護された利益に当たり、当該処分によりこれを侵害され又は必然的に侵害さ
れるおそれのある者は、当該処分の取消訴訟における原告適格を有するものという
べきである。」としている。
ところで、本件各処分は、直接的には、法五九条二項及び三項に基づくものである
が、法六一条は、事業の内容が都市計画に適合することを許可又は承認の要件と
し、ここにいう都市計画は法一三条の都市計画基準を満たした適法な都市計画を指
すものと解されるから、都市計画基準を定める法一三条も、本件各処分の根拠法規
である。そして、法一三条一項四号は、道路を含む都市施設に関する計画基準とし
て、「土地利用、交通等の現状及び将来の見通しを勘案して適切な規模で必要な位
置に配置することにより、円滑な都市活動を確保し、良好な都市環境を保持するよ
うに定めること」を掲げているし、同条一項は各号列記以外の部分において「当該
都市について公害防止計画が定められてるときは、都市計画は、当該公害防止計画
に適合したものでなければならない」と定めている。
法一三条一項四号が、都市施設を建設する都市計画基準として「良好な都市環境の
保持」をあえて規定し、その要件を満たした都市計画に適合する都市計画事業に対
してのみ法五九条二、三項の承認、認可を与えることとしたのは、当該承認、認可



を通して、当該都市施設周辺住民の良好な都市環境を保持し、ひいては周辺住民の
生命、身体を保護しようとしたものにほかならない。
また、法は、その一三条一項各号列記以外の部分において、公害防止計画の定めら
れている地域においては、「都市計画は、当該公害防止計画に適合したものでなけ
ればならない。」としているところ、現に東京都においては公害対策基本法に基づ
き内閣総理大臣の承認を得た東京地域公害防止計画（なお、環境基本法の施行に伴
う関係法則の整備に関する法律三条により、この計画は、環境基本法一七条の公害
防止計画とみなされる。）が策定されており、ここにいう公害とは、公害対策基本
法二条により、「事業活動その他の人の活動に伴って生ずる相当広範囲にわたる大
気の汚染、水質の汚濁（括弧内略）、土壌の汚染、騒音、振動、地盤の沈下（括弧
内略）及び悪臭によって、人の健康又は生活環境に係る被害が生ずることをい
う。」と定められていたから、結局、東京都においては、都市施設である道路の新
設、拡幅を含む都市計画によって、人の健康ないしは生活環境が害されることを防
止することが、法の保護の対象となっているというべきである。
このように、法は、許可、承認の要件として、良好な都市環境の保持、公害防止計
画適合性を要件として掲げることにより、良好な環境を法により保護された利益と
して位置付けているのであり、右の事業地内に居住し又は同地域内に通勤若しくは
通学する控訴人らは、本件各事業により都市施設たる道路が新設又は拡輻されるこ
とにより増加する車の排気ガスにより、必然的に良好な環境を害されるおそれがあ
ることは明らかである。そして、右のような環境の保持又は公害防止計画適合性に
よって実現される法益の究極は、個々人の健康であり、とりわけ、道路を走行する
自動車（特にディーゼル車）の排気ガスが付近住民の健康に与える影響はきわめて
深刻かつ重大なものであり、重篤な呼吸器系疾患をひき起こし、時として人の生命
を奪うことすらある。してみると、法は、かかる重大な健康被害や人の生命につい
ての利益を、専ら一般的公益の中に吸収解消させていると解することはでき、これ
か帰属する個々人の個別的利益としても保護すべきものとする趣旨であることは明
らかである。
４　さらに、都市計画事業に関係する地域住民の公害を防止することによりその健
康や環境を保持する個別具体的な利益は、それ自体としては事実上の利益ないし反
射的利益であるとしても、住民が行政手続に参加することによって法律上の利益に
まで高められるものと解される。
原告らは、本件各処分について法一七条に規定する意見書を提出し、本件条例所定
の住民説明会に参加し、東京都公害審査会に調停を申し立てて行政手続に参加して
きたから、原告らの主張する利益は法律上の利益にまで高められたものということ
ができる。
四　請求原因に対する認否
１　請求原因１及び２の事実は認める。
２　同３（一）のうち別紙控訴人目録の控訴人番号一ないし一八五の控訴人らが本
件各処分に基づく事業から生じる大気汚染による健康被害、地盤沈下等の被害を被
る蓋然性が高いと認められる者であるとの主張は争い、その余の事実は知らない。
３　同（二）の事実は知らない。
五　抗弁
１　本件拡幅事業に係る都市計画決定の適法性
本件拡養事業に係る都市計画は、東京都市計画道路環状第六号線（以下「環状第六
号線」という。
）により都心に集中する交通を分散し、あるいは導入して都心部の交通渋滞を緩和
するとともに、大崎、渋谷、新宿及び池袋といった副都心相互の連携を強化して多
心型都市構造への改編を誘導する等、街づくりのための基盤を形成することを目的
として、旧都市計画法（大正八年法律第三六号、以下「旧法」という。）に基づき
戦災復興院により昭和二一年三月二六日、戦災復興都市計画として決定）戦災復興
院告示第三号に係る決定）されたものであり、右決定には何ら違法な点はない。
なお、右都市計画は、東京都において公害防止計画が策定される以前に決定された
ものであるから、東京都における公害防止計画に適合することを要しない。
右都市計画は、環状第六号線の起点を品川区＜地名略＞、終点を板橋区＜地名略＞
とし、その延長を一万九八五〇メートル、標準幅員を八〇メートルとするものであ
ったが、昭和二五年三月二日付けの都市計画変更決定（建設省告示第一一二号に係
る決定）により標準幅員を四〇メートルに変更する等の変更が行われ、その後、起
点及び終点等の変更を経て、現在では、起点を品川区＜地名略＞、終点を板橋区＜



地名略＞とし、延長を二万〇〇五〇メートル、標準幅員を四〇メートルとするもの
となっている（以下、右都市計画を「環状第六号線整備計画」という。）。
２　本件認可の適法性
法六一条は、法五九条の認可又は承認の要件として、その申請手続が法令に違反し
ないこと及び申請に係る事業が法六一条各号に該当することを定めているところ、
本件認可は、以下のとおり、右各要件を充たすものである。
（一）　東京都が被告に提出した本件認可の申請書は都市計画法六〇条の規定に従
った適式なものであるから、その申請手続は法令に違反しない。
（二）　本件拡幅事業の内容は別紙事業目録一に記載のとおりであり、環状第六号
線整備計画に定められた施設の位置、区域、種別及び構造等に適合し、かつ、その
事業施行期間もその事業の規模に照らして適切であるから、本件拡幅事業は法六一
条一号に該当する。
（三）　本件認可を申請した東京都は、本件拡幅事業の施行に関して行政機関の免
許等を要しないものであるから、本件拡幅事業は法六一条二号に反しない。
３　本件地下道路事業に係る都市計画決定の適法性
（一）　本件地下道路事業に係る都市計画は、都市高速道路中央環状新宿線（以下
「中央環状新宿線」という。
）により、首都高速道路の都心環状線を通過する交通の迂回・分散を図り、その各
放射路線、ひいては首都高速道路網全体の効率的な利用を可能にし、高速道路に要
求される定時制、快適性及び安全性という機能を高めるとともに、環状第五号線、
環状第六号線等の環状道路とこれらを結ぶ放射路線の交通を中央環状新宿線に利用
転換することを可能にすることによって、周辺街路の混雑を緩和し、さらには、渋
谷、新宿及び池袋の三副都心の育成に寄与し、もって東京の多心型都市づくりに資
することを目的とするものであり、法一八条三項に基づき建設大臣の認可を受けて
東京都知事により都市計画決定がされ、平成二年八月一三日付けでその告示（東京
都告示第九三四号）がされた。右都市計画によれば、中央環状新宿線の起点は東京
都目黒区＜地名略＞、終点は東京都豊島区＜地名略＞とされ、その延長は八・七キ
ロメートル、標準幅員は八〇メートル、往復四車線と定められている（以下、右都
市計画を「中央環状新宿線建設計画」といい、これと環状第六号線整備計画を併せ
て「本件各都市計画」という。）。
（二）　（１）東京都においては、昭和六三年三月、昭和六二年度から平成三年度
までの期間を対象とする公害防止計画として公害対策基本法一九条二項に基づき東
京地域公害防止計画（以下「本件公害防止計画」という。）が策定された。中央環
状新宿線建設計画は、以下のとおり本件公害防止計画に適合するから、その決定は
法一三条第一項各号列記以外の部分に違反しない。
（２）　本件公害防止計画は、大気汚染については環境基準の達成をその目標と
し、各種公害の防止施策の推進により全体として右目標が維持達成されるよう努め
るものとしており、計画の主要課題として「都市地域における大気汚染対策」、
「主要幹線道路沿道における交通公害対策」等の五つの課題を設定し、そのうち
「都市地域における大気汚染対策」に係る窒素酸化物対策として、清掃工場におけ
る脱硝装置等の設置等による固定発生源対策及び自動車排出ガス規制の強化、交通
量抑制、交通管制システムの整備、幹線道路の立体化、環状道路等道路網の整備等
による移動発生源対策を、浮遊粒子状物質の削減対策として移動発生源に対する黒
煙規制、固定発生源に対するばいじん等の削減対策などを掲げている。
右計画は、このように各種公害の防止に関連する諸施策の体系化を図り、公害防止
対策を総合的・計画的に実施することによって、東京地域全体として、環境基準等
を達成し維持することを目的にしているものであって、個別具体的な地域において
何らかの事業が実施された場合に、現在の環境状況を保全することや、個々の事業
についてそれのみで環境基準を達成しようと意図するものではないから、中央環状
新宿線建設計画が本件公害防止計画に適合しているかどうかはそれが公害防止計画
の目標を達成するための施策の一環として位置づけられているものであるかどうか
によって決せられるものである。
中央環状新宿線建設計画は、都市高速道路網の効率的運用によって交通の分散や交
通混雑の緩和を図ることを目的として環状道路としての計画道路を整備するもので
あるから、本件公害防止計画における窒素酸化物対策の一環としての環状道路等の
道路網の整備として位置づけることができる。
また、本件公害防止計画は、浮遊粒子状物質の削減対策として右の移動発生源に対
する黒煙規制、固定発生源に対するばいじん等の削減対策等を掲げるものの、道路



建設の規制はこれに含まれておらず、右計画は、道路建設の規制以外の方法で浮遊
粒子状物質の削減を図ろうとするものであるから、中央環状新宿線建設計画は、右
計画に適合しないものとはいえない。
（三）　中央環状新宿線建設計画は、以下のとおり、地層と滞水層の分布状況及び
各地層の土質工学的特性を踏まえて、中央環状新宿線の建設による地下水脈及び地
盤への影響を評価したうえ、地盤沈下等の危険はないとの判断のもとに決定された
ものであり、現に地盤沈下等の危険は存しないから、都市施設を適正な規模で必要
な位置に配置するものであって、その決定は法一三条一項四号に違反しない。
（１）　中央環状新宿線の計画路線に沿う地層と滞水層の分布状況の把握は、東京
都及び諸官庁等が所有する膨大な数のボーリング記録、土質試験結果及びボーリン
グサンプル等を基礎として作成された「東京地盤図」及び三四九九地点での地質調
査結果と一万六七二〇個の土質試料の試験結果をとりまとめた「東京都総合地盤図
１」並びに東京都交通局地質調査等の既存の資料をもとに行った。
また、右各地層の地質については、同一地層内の物性値はばらつきはあるものの、
ある範囲にまとまるものであるところ、本件地下道路事業の事業地の地層は、火山
灰が降り積もった関東ローム層や水中の堆積物等であって、これらの地層は水平方
向に連続する特徴があり、地層の連続性を十分検討しておけば計画路線から離れた
地点の物性値に関する既存資料を使用して計画路線上の物性値を想定することがで
きることから、「東京地盤図」及び「東京都総合地盤図Ｉ」にあるＮ値（土の硬度
を示す値）と土質試験結果を基に想定した。
（２）　右のように想定した地層と滞水層の分布状況及び各地層の土質工学的特性
を踏まえて、中央環状新宿線の建設による地下水脈及び地盤への影響を評価した結
果、地盤沈下及び地形地質の変形については、（１）開削工法を用いたトンネル部
での掘削に伴う土留壁の変形による土留壁背面地盤の変形・沈下、（２）開削工法
を用いたトンネル部における砂地盤のボイリング（地下水の噴出）に伴う背面地盤
の変形・沈下、（３）揚水工法による開析谷に分布する粘性土層・腐食土層の圧密
による周辺地盤の地盤沈下、（４）シールド工法を用いたトンネル部での、切羽の
崩壊、地下水位の低下及びトンネル外周と地山の空隙部への充填不良等による地盤
沈下の点に着目すべきことが明らかになった。
（３）　中央環状新宿線の建設にあたっては、右の点に留意し、以下のとおりの工
法を採用することにより、地盤沈下等の危険の防止を図っている。
（１）　本件地下道路事業においては、地下水位の低下の原因となる地下水の汲み
上げを要する地下水低下工法は採用せず、遮水性の高い土留工法である地下連続壁
工法（地盤を掘削機で溝状に掘削し、泥水状の地盤安定液を利用して、その掘削壁
の崩壊を防止しながら地中に鉄筋コンクリート壁を連続して構築していく工法）を
採用し、また、底面からの湧水を防ぐため、地盤状況に応じて、土留壁を不透水層
まで入れ底面からの湧水を防ぐ方法、あるいは、透水層内の地盤改良を行うことに
より底面からの湧水を防ぐ方法を使い分ける。
これらの工法により、周辺からの地下水の回り込みを防ぎ、ボイリング（地下水の
噴出）及び圧密による工事場所周辺の地盤の陥没を防止することができ、地下水位
の抵下も生じない。
（２）　また、本件地下道路事業においては土留壁の変形を少なくするため剛性の
高い地下連続壁等の土留壁構造を採用し、掘削も逆巻き工法（地盤が軟弱であった
り、掘削深度が大きかったりする場合に、安全に施工するため、上床コンクリート
を先に打設して土留支保工とし、次いで、下床、側壁の順に、通常の躯体構築工事
と逆の順序で行う工法）により、薬液注入工法は、地下連続壁構造のとれない鉄
道、河川などとの交差部のみで量と施工について十分な管理を行いつつ実施するこ
とになっている。
このように土留壁の変形による地盤沈下、地形・地質の変化を起こす可能性の少な
い工法によって事業を施行するから、本件地下道路事業の実施及びその完了後にお
いても地盤沈下等の可能性は少ない。
（３）　地下水位の変化による地盤沈下等の危険については、中央環状新宿線は、
河谷底、鉄道との交差部等の付近ではパイプルーフ工法を、インターチェンジ部の
一部ではシールド工法をそれぞれ採用して、地下水脈を全面的に遮断することがな
いように計画されており、また、開削工法の区間においても適切な地下水流保全対
策を講じて地下水の流れを確保することから、地下水の変化は最小限に抑えられ、
地盤沈下への影響は少ないということができる。
（４）　したがって、中央環状新宿線建設計画は、法一三条一項四号に定める都市



計画基準に反しない。
（四）　中央環状新宿線建設計画は、法六条一項の規定によって行われる基礎調査
の結果に基づくとともに、政府が法律に基づき行う人口、産業、住宅、建築、交
通、工場立地、その他の調査の結果について配慮して決定されたものであるから、
法一三条一項一一号に反しない。
４　本件承認の適法性
（一）　首都高速道路公園が被告に提出した本件承認の申請書は法六〇条の規定に
従った適式なものであるから、その申請手続は法令に違反しない。
（二）　本件地下道路事業の内容は別紙事業目録二に記載のとおりであり、中央環
状新宿線建設計画に定められた施設の位置、区域、種別及び構造等に適合し、か
つ、その事業施行期間もその事業の規模に照らして適切であるから、本件地下道路
事業は法六一条一号に該当する。
（三）　本件承認を申請した首都高速道路公団は、道路整備特別措置法七条の三第
一項所定の被告の認可を受けた後、適式に右申請をしたものであるから本件地下道
路事業は法六一条二号に該当する。
六　抗弁に対する認否
１　抗弁１のうち環状第六号線整備計画の決定に違法な点はないとの主張及び環状
第六号線整備計画は、東京都において公害防止計画が策定される以前に決定された
ものであるから、東京都における公害防止計画に適合することを要しないとの主張
は争う（同１の事実は原告らにおいて明らかに争わない。）。
２　抗弁２のうち（一）の本件認可の申請手続が法令に違反しないとの主張は争う
（同２の事実は原告らにおいて明らかに争わない。）。
３　（一）抗弁３（一）の事実は認める。
（二）　（１）同（二）（１）のうち中央環状新宿線建設計画が本件公害防止計画
に適合するからその決定は法一三条一項各号列記以外の部分に違反しないとの主張
は争う（同（二）（１）の事実が原告らにおいて明らかに争わない。）。
（２）　同（２）の事実のうち本件公害防止計画が大気汚染について環境基準の達
成を目標とし、同（２）記載のとおりの課題を主要課題として設定していること、
右計画が「都市地域における大気汚染対策」に係る窒素酸化物対策及び浮遊粒子状
物質の削減対策として同（２）記載のとありの対策を掲げていること及び（※）本
件公害防止計画の浮遊粒子状物質の削減対策の中に道路建設の規制が含まれていな
いことは認め、その余の事実及び主張は争う。
（三）　同（三）の事実は否認する。
（四）　同（四）の事実は否認する。
４　抗弁４のうち（一）の本件承認の申請手続が法令に違反しないとの主張は争う
（同４の事実は原告らにおいて明らかに争わない。）。
七　原告らの主張
１　本件各事業が土地を収用し、又は使用する公益上の必要性を欠くことによる違
法
（一）　法七〇条一項は都市計画事業について法五九条の認可又は承認をもって土
地収用法二〇条の規定による事業認定に代える旨を定める。これは、都市計画事業
が同法三条各号の一に規定する事業に当たるものとみなされ（法六九条）、その事
業主体が地方公共団体など通常、事業を遂行する十分な意思と能力を有する者であ
り、事業計画も都市計画決定の時点において合理性があるものとなるように調整さ
れており、公益性の高い事業と考えられることから、法五九条の認可又は承認手続
を経ていれば、さらに土地収用法の事業認定の手続により同法二〇条各号に定める
要件に該当するか否かを判断する必要がないので、同法の事業認定の手続を省略し
たものであって、都市計画事業に同法二〇条各号所定の要件が必要であることを否
定するものではない。
したがって、同法二〇条各号に定める要件は、都市計画事業についても要件となる
ものであり、都市計画決定又は法五九条の認可又は承認の効力要件であると解すべ
きである。
（二）　本件各事業は、次の（１）ないし（３）のとおり、土地を収用し又は使用
する公益上の必要性のないものであるから、本件各処分は土地収用法二〇条四号の
要件、ひいては法五九条の認可又は承認の要件を欠くものであり、また、公共の福
祉の増進に寄与することを法の目的として定めた法一条にも違反するものである。
（１）　本件地下道路事業は、以下のとおり、都心の渋滞解消及び交通流の円滑化
の実現という事業目的を達成できず、かえって首都高速道路の渋滞を悪化させるも



のである。
首都高速道路新路線の建設によりその総延長が伸びるのに従って首都高速道路の交
通量が年々増えているのに対し、都心環状線を利用する車両の数は過去十数年間一
日約四〇万台のままほとんど変化がなく、都心環状線の渋滞を解消する目的で都心
環状線のバイパスとして湾岸線、中央環状線東側区間等の首都高速道路が建設され
た後も、都心環状線の利用台数及びその渋滞時間は減少することがなく首都高速道
路自体の渋滞時間や渋滞距離が増加するだけであった。
このように、首都高速道路の建設は都心環状線の利用台数及び渋滞時間と無関係で
あるから、中央環状新宿線が建設されても、都心環状線の交通流の円滑化という事
業目的は達成できない。むしろ、中央環状新宿線の建設は、首都高速道路の渋滞を
悪化させ、中央環状新宿線のうちの板橋区＜地名略＞と同区＜地名略＞間の〇・八
キロメートルの首都高速道路五号池袋線とのいわゆる「織り込み区間」（二路線が
平面交差する区間）において極度の交通渋滞を生じさせる等の新たな渋滞を生じさ
せるものである。
（２）　仮に、本件各事業がその事業目的を達成できないとはいえないとしても、
事業に土地を収用し、又は使用する公益上の必要性があるということは、その事業
によって社会の受ける利益がこれにより社会が被る損失を上回る場合であるという
ことであるが、すでに道路網が完備され自動車による輸送力の飛躍的向上が実現し
た現在の社会状況においては、道路建設による輪送力の増加がもたらす社会的経済
的利益よりも、これによる大気汚染の悪化等の社会的経済的損失の方がはるかに大
きくなった段階に達している。
本件各事業は自動車交通量を増加させて、東京都において近年深刻化している自動
車排気ガスによる大気汚染をさらに悪化させる。
大気中の二酸化窒素が〇・〇二ＰＰＭを超えると、人体に咳や痰が出るなどの症状
が起き、ディーゼルエンジン車の排気ガス中に含まれる浮遊粒子状物質が気管支喘
息を引き起こすなど、大気汚染は低レベルであっても、人体に喘息発作等の健康被
害をもたらすものである。現に、平成二年度における公害健康被害の補償等に関す
る法律に基づく認定を受けた呼吸器系健康被害者及び東京都の「大気汚染に係る健
康障害者に対する医療費の補助に関する条例」に基づく認定を受けた大気汚染障害
者（一八歳未満）の数は、本件各事業地を含む東京都目黒区、世田谷区、渋谷区、
新宿区、豊島区及び中野区において合計一三六一人に達し、原告らの中にも呼吸器
系疾患者が二〇名（そのうち三名は公害健康被害の補償等に関する法律による認定
を受けている。）、家族に呼吸器系疾患がいる者が二一名（そのうち五名は右の国
又は都による認定を受けた呼吸器系疾患者の家族がいる者である。）がいる。
本件各事業は原告らを含む本件各事業地周辺住民に右のような大気汚染によるさら
なる呼吸器疾患などの健康被害を及ぼし、また、振動、騒音、酸性雨、地盤沈下の
発生等による環境破壊などの重大な損失を生じさせる。このような重大な損失は、
本件各事業によって得られる都心の渋滞解消及び交通流の円滑化等の利益よりもは
るかに大きいものといえるから、本件各事業には土地を収用し又は使用する公益上
の必要性があるとはいえず、公共の福祉の増進に寄与するものともいえない。
（３）　仮に本件各事業がその事業目的を達成し得ないとはいえず、これによる損
失がこれによる利益よりも大きいとはいえないとしても、本件各事業においては街
路緑化施設、大気汚染防止施設、騒音防止施設の設置等の右の損失に対する対策が
講じられていないから、本件各事業には土地を収用し、又は使用する公益上の必要
性があるとはいえず、公共の福祉の増進に寄与するものともいえない。
２　本件各都市計画決定の違法
（一）　本件各都市計画の決定は、次の（二）から（五）までのとおり違法なもの
であるから、これらの都市計画決定に後続してされた本件各処分も違法なものとな
る。
（二）　本件各都市計画が土地の適正かつ合理的利用に寄与するものでないことに
よる違法
（１）　前記のとおり、事業計画が土地の適正かつ合理的な利用に寄与するもので
あることという土地収用法二〇条三号に規定する要件は、都市計画事業の要件とも
なるものと解されるが、都市計画事業の基礎として事業計画があり、これが土地の
適正かつ合理的な利用に寄与するものであるかどうかは都市計画決定の段階で判断
すべき事項であるから、右要件は都市計画決定の適法要件であると解すべきであっ
て、法二条は都市計画決定についても右の要件があることを明文化した効力規定で
あると解すべきである。



（２）　都市計画が土地の適正かつ合理的な利用に寄与するものであるといえるた
めには、右計画において定められた事業の社会的、文化的及び経済的影響、これに
より権利を収用される土地所有者等の人数、その事業によって発生し得る公害被害
の規模、費用対効果の程度等を総合的に考慮した場合に、その事業を当該事業地に
施行する方が、これを他の場所に施行するよりも、事業により得られる利益がより
大きく、損失がより小さいことが認められることが必要であると解される。
（３）　都心の渋滞の解消と都心環状線の交通流の円滑化という本件地下道路事業
の目的を達成するためには、本件地下道路事業の事業地に中央環状新宿線を建設す
るよりも、東日本旅客鉄道株式会社の山手線の一部の地下に建設した方が、首都高
速道路三号線、四号線及び五号線と接続できるうえに五号線との重複利用区間もな
く、収用し又は使用することとなる土地等の権利者は東日本旅客鉄道株式会社に留
まるために関係する権利者の数を減らすことができ、本件拡幅事業を行う必要もな
くなるという点で、事業による利益がより大きく、事業による損失がより小さくな
るということができる。右のような土地が都内の他の地域に存在する以上、本件地
下道路事業及びこれと一体として行われる本件拡幅事業は、土地の適正かつ合理的
な利用に寄与するものとはいえないから、土地収用法二〇条三号にも、法二条にも
適合しない。
（三）　本件各都市計画決定が法一条、二条及び一三条一項各号列記以外の部分に
反する違法
（１）　法一三条一項は、都市計画か公害防止計画に適合したものでなければなら
ない旨を定めているところ、本件公害防止計画は、平成三年度末における二酸化窒
素、浮遊粒子状物質等の大気汚染物質に関する環境基準値の達成を目標としている
から、本件都市計画は、少なくとも右の目標を阻害し悪化させるものであってはな
らないはずである。そのためには、窒素酸化物についていえば、少なくとも、本件
各事業の実施により、交通量の増加がもたらす窒素酸化物の増大より、交通流の円
滑化、都心に流入する通過交通の排除等により、都心部総体としては窒素酸化物削
減効果の方が大きいことが立証されなければならない。また、本件公害防止計画
は、窒素酸化物対策として、「道路の整備に当たっては、必要に応じ環境保全対策
を講ずるなど、環境保全に配慮するものとする。」としているから、本件各事業に
よる道路が環境保全対策を講じたものであり、周辺環境の保全に配慮したものでな
ければならない。しかるに、本件各事業には、右の要件がないばかりか、その施工
により、後記（２）および（３）のとおり、二酸化窒素及び浮遊粒子状物質に関す
る環境基準値の達成を阻害し、その環境を悪化させるものであるから、本件公害防
止計画に適合したものとはいえず、法一三条一項各号列記以外の部分に違反すると
とともに、法一条、二条にも違反するものである。
なお、本件公害防止計画は環状第六号線整備計画の決定後に定められたものである
から、右決定の時点においてその計画が本件公害防止計画に適合するかどうかは、
その法律適合性について何ら問題になるものではなかったとしても、法施工法二条
が、法施行の際現に旧法の規定により決定されている都市計画は、法の規定におけ
る相当の都市計画とみなすものと定めていること及び法一三条が旧法の規定により
決定された都市計画と法の規定により決定される都市計画とを区別することなく都
市計画基準を規定していること等からすれば、法一三条に定める都市計画基準は、
都市計画決定が旧法によるか法によるかにかかわらず、そのいずれもが充たすこと
が必要である基準即ち都市計画自体の適法性の要件であると解されるから、同条一
項は都市計画がその決定後に定められた公害防止計画についてもこれに適合すべき
ことを定めたものというべきである。また、本件拡幅事業の前提となった都市計画
は昭和五五年に見直されており、その当時には既に本件公害防止計画が策定されて
いたのであるから、右都市計画の決定手続をとる、とらないにかかわらず本件公害
防止計画への適合性を実現すべきであったし、実現することができた。
したがって、環状六号線整備計画は本件公害防止計画に適合しなければならない。
（２）　環状第六号線整備計画について
本件地下道路事業について作成された環境影響評価書（以下「本件環境影響評価
書」という。）に記載されている本件拡幅事業の施行前の環状第六号線の交通量と
施行後に予測される交通量に環状第六号線の各区間の距離を乗じて算出した結果に
よれば、本件拡幅事業施行後の平成七年には交通量が九・五パーセント増加するこ
とになる。他方、本件環境影響評価書によれば、本件拡幅事業施行後も自動車の平
均走行速度は変わらないことになる。したがって、結局のところ、本件拡幅事業施
行後も窒素酸化物の排出量は本件拡幅事業により増加した交通量に応じて増える結



果となるから、環状第六号線整備計画は、二酸化窒素の削減を内容とする本件公害
防止計画に適合するものでない。
また、右のように本件拡幅事業によって交通量が増加すれば、それに応じて浮遊粒
子状物質も増加するから、環状第六号線整備計画は浮遊粒子状物質に関する環境基
準値を目標とする本件公害防止計画に適合するものでもない。
さらに、本件拡幅事業においては、歩道に植樹帯を設けることにより大気汚染防止
効果を期待することが可能であるのに、これを設けていない等の周辺環境に対する
配慮もなされていない。
（３）　中央環状新宿線建設計画について
本件環境影響評価書における中央環状新宿線の各区間交通量、自動車一台の走行距
離一キロメートルあたりの窒素酸化物排出係数、昼夜別の交通量比率、大型・小型
別交通量比率を基礎として中央環状新宿線が完成した場合にこれを走行する自動車
によって排出される窒素酸化物の総量を算出し、これと同様のデータを使用して、
葛飾江戸川線（中央環状線東側部分）開通に伴う都心環状線利用車両の交通流円滑
化による窒素酸化物削減量（昭和六〇年度と昭和六三年度の比較）を算出し、これ
を参考として中央環状新宿線の完成により交通流が円滑化すると仮定した場合の窒
素酸化物の削減量を予測すると、平成三年における窒素酸化物の排出量は三六〇ト
ンとなるのに、窒素酸化物の削減量は増加量の約半分である一八三トンしか期待で
きないこととなる。このように中央環状新宿線建設計画は窒素酸化物の排出量を減
少させるものではなく、かえってこれを増大させるものであるから、本件公害防止
計画に適合するものではない。
さらに、中央環状新宿線建設計画は、脱硝装置を排気搭及び地上への出入口に設置
し、併せて短期高濃度汚染に対する対策を講ずる等の環境保全対策も取られていな
い。
また、浮遊粒子状物質については、本件環境影響評価書は、中央環状新宿線建設計
画線が建設された場合に、換気所における除塵装置によって自動車による浮遊粒子
状物質がある程度取り除かれるとするが、取り除かれない浮遊粒子状物質の量は確
実に増大することになるから、中央環状新宿線建設計画によって浮遊粒子状物質の
量の削減を実現することはできず、右計画はこの点においても本件公害防止計画に
適合するものではない。
（四）　中央環状新宿線建設計画の決定が法一三条一項四号及び一一号に反する違
法
（１）　法一三条一項四号は、都市施設の整備に関する都市計画の基準を、都市施
設を適切な規模で必要な位置に配置することにより良好な都市環境を保持するよう
定めることとしている。そして、都市計画の内容が当該都市計画区域の住民の安全
に配慮したものであることは、都市計画決定ないし都市計画自体が適法であるため
の当然の前提であると解されるから、同号所定の「都市施設を適切な規模で必要な
位置に配置」して「良好な環境を保持する」という基準は、都市施設を地盤沈下や
出水等を生じさせて住民に家屋倒壊等による被害を及ぼすおそれのない位置に配置
することをも意味すると解すべきである。
また、法一三条一項一一号は同項四号の基準を適用するについて法六条一項所定の
基礎調査の結果に基づくべきものとしており、法六条一項所定の都道府県知事が行
うべき都市計画に関する基礎調査の調査事項には、土地の自然的環境も含まれるか
ら（法六条一項、法施行規則五条八号）、法六条一項に基づく基礎調査には、土地
の自然的環境に係わるものとして地盤や地下水脈の状況等に関する調査が含まれる
と解される。
したがって、中央環状新宿線建設計画の決定についても、本件地下道路事業の事業
地における地盤や地下水脈の状況等に関する法六条一項による基礎調査の結果に基
づき、それが法一三条一項四号の基準に適合するか否かが判断されなければならな
い。
（２）　中央環状新宿線は、別紙図面２のとおり武蔵野台地の豊島台及び淀橋台並
びにこれらを開析する谷を南北に横断する位置にあり、これらの豊島台、淀橋台及
び開析台の地質層は別表１のとおりであるところ、その地質のうち、河谷底に存在
する沖積層の粘土、腐食土は極めて軟弱な土質であり、また、ローム層、凝灰質粘
土層もかなり軟弱な土質から成るものであるなど本件地下道路事業の事業地の地盤
は軟弱である。
（３）　本件地下道路事業の事業地には西から東に流れる地下水脈が多く存在する
ところ、本件地下道路はこれを南北に遮断する形で、かつ、別紙図面３のとおり不



透水層に挟まれた滞水層を何層も遮断する状態で建設されることになる。このため
地下水脈の遮断による工事中の出水の被害の外、地下水位低下工法により大量に地
下水を汲み上げるために起きる地盤沈下、工事完成後、本件地下道路により遮断さ
れた地下水脈の上流における地下水位の上昇による地盤の膨張、隆起、軟弱化や陥
没・隆起などの地盤の変形、下流における地下水位の低下による地盤沈下や局所的
な陥没等の被害が発生する蓋然性が高い。
（４）　本件地下道路事業が実施されると、右のような出水、地盤沈下、地盤の変
形等による地上建物の損傷及び道路の陥没等の被害が発生する蓋然性が高く、これ
によって住民の生命、財産が危険にさらされることが予測されるから、中央環状新
宿線建設計画は、都市施設を適切な規模で必要な位置に配置するものとはいえず、
法一三条一項四号所定の都市計画基準に反する違法なものである。
なお、仮に中央環状新宿線建設計画の決定時には、中央環状新宿線の地下化が予定
されておらず右の危険が予測されなかったとしても、その後このような予測がされ
るに至ったときには、その都市計画は法一三条一項四号所定の都市計画基準を充た
さないものとなるから、これを前提としてされた本件承認は違法になると解され
る。
（５）　また、中央環状新宿線建設計画は、本件地下道路事業の事業地の地質の状
況の調査、周辺地域の地盤に与える影響の予測、評価についての詳細かつ慎重な調
査を行って決定されるべきところ、本件環境影響評価書によれば右計画決定に当た
っては、そのような調査は全く行われておらず、右決定はこのような必要な調査を
欠いて行われたものであるから、法一三条一項一一号に反する違法なものである。
（五）　環状第六号線整備計画の決定が法一四条一項に反する違法
法一四条一項は、都市計画は、建設省令で定めるところにより、総括図、計画図及
び計画書によって表示されるべきことを定め、昭和六〇年六月六日建設省都計発第
三四号建設省都市局長通達は、都市計画事業につき環境影響評価をすべき場合に
は、環境影響評価の概要を法一四条一項所定の都市計画の計画書に付記すべきもの
としているが、本件拡幅事業については後記５のとおり本件条例に基づく環境影響
評価手続が履践されておらず、計画書に付記すべき環境影響評価の概要も作成され
ていないから、環状第六号線整備計画の決定には法一四条一項に反する違法があ
る。
３　本件各処分の申請手続が法令に反することによる違法
（一）　本件認可に関する認可の重複
本件拡幅事業のうち、東京都渋谷区＜地名略＞から同区＜地名略＞までの区間（延
長一一メートル）に係る部分については、既に事業認可がされ、昭和三七年六月一
九日にその告示もされているから、これと重複してされた本件認可は、右部分につ
いて無効である。
また、右のような部分を含む認可の申請手続は法令に違反するものであるから、本
件認可は法六一条各号列記以外の部分に反し違法である。
（二）　本件各事業についての環境影響評価手続の不備ないし欠缺による違法
（１）　法六一条各号列記以外の部分は、申請手続が法令に違反しないことを法五
九条による認可又は承認の要件としており、右法令には、次の（１）から（３）ま
での理由から本件条例が含まれると解されるところ、本件各事業についての環境影
響評価手続には後記（２）及び（３）のとおりの不備ないし欠缺があるから、本件
各処分の申請手続は法令に違反する。
（１）　法六一条各号列記以外の部分は「法律及び政令」という文言ではなく「法
令」という文言を用いているから、条例を含もものと解すべきである。
（２）　条例は、憲法九四条により地方公共団体に与えられた条例制定権に基づく
ものであるから、法律の範囲内において行政庁をも拘束する法規であると解され
る。そして、都市計画は本来局地性、地域性を有するものであるところ、法は環境
影響評価手続について何ら規定を置いておらず、これに関する別個独立の法律も制
定されていないから、法は現段階においては環境影響評価手続について全国的にか
つ一律の規制をせず、地方の実情に心じてこれが行われることを予定しているもの
と考えられる。そうすると、本件条例は、法その他の都市計画事業に関する法令に
抵触するものではないから、本件各事業の施行者である東京都及び首都高速道路公
団はいずれも、本件条例に拘束され、これを遵守すべき法的義務を負うと解すべき
である。
（３）　法六一条一号によれば、事業の内容が都市計画に適合することが法五九条
の認可又は承認の要件とされているところ、法一三条一項各号列記以外の部分は都



市計画が公害防止計画に適合すべきものとしており、都市計画は公害防止計画をそ
の前提としていることになるから、事業の内容が都市計画に適合するか否かの判断
は、実質的にはその事業が都市計画の前提となる公害防止計画に適合するかどうか
の判断を含むことになる。
そして、事業の内容が都市計画、ひいてはそれが前提としている公害防止計画に適
合するかどうかの判断は、その事業の環境に対する影響を予測評価し、右事業によ
って公害防止計画において設定された目標を達成できるかどうかを予測評価するこ
とによってのみ可能である。本件条例は、右判断のための予測評価の手続を規定し
たものであるから、法六一条一号の要件を判断するについて必要不可欠な手続を定
めた法令といえる。
したがって、東京都における都市計画事業について法五九条の認可又は承認を申請
するためには、その事業につき法六一条一号の要件を判断するために必要な手続を
定めた本件条例に基づきその手続を履践することを要するものと解すべきであり、
本件条例は、法六一条各号列記以外の部分にいう申請手続をするにあたり遵守すべ
き法令であると解される。
（２）　本件拡幅事業についての環境影響評価手続の欠缺
（１）　本件拡幅事業には、以下のとおり本件条例が適用される。
ア　本件拡幅事業は、本件条例別表の一「道路の新設又は改築」に掲げる事業で、
その実施が環境に著しい影響を及ぼすおそれのあるものとして本件条例施行規則三
条が定める要件（同規則別表第一中、「道路の新設又は改築」の事業について定め
られた要件である、事業の内容が同表（四）「その他の道路の改築」で、その規模
が四車線以上（改築の結果四車線以上になるものを含む。）で、かつ、改築する区
間の長さが一キロメートル以上のものであること）に該当するものであるから、本
件条例二条三号所定の対象事業に当たる。
イ　本件条例の適用の経過措置規定である同条例附則（以下「附則」という。）２
項によれば、同条例が施行された昭和五六年一〇月一日に、すでに同条例九条一項
の規則で定める時期を経過している対象事業については、同条例の規定は適用され
ないものとされているが、本件拡幅事業については法一七条の公告が行われなかっ
たから、本件拡幅事業は本件条例施行規則（以下「施行規則」という。）六条ただ
し書きに定める施行規則別表第二の下欄に掲げる行為を行わない対象事業に当た
り、同事業における本件条例九条一項の規則で定める時期は、右ただし書きによ
り、本件拡幅事業を実施する前になると解される。そして、本件条例が施行された
昭和五六年一〇月一日には、未だ本件拡幅事業は実施されておらず、右時期は経過
していなかったことになるから、本件拡幅事業には本件条例が適用される。
ウ　附則３項に定める旧法の規定による都市計画の決定がされた対象事業とは、旧
法により決定された都市計画において定められた環状第六号線の整備ではなく、本
件拡幅事業のように、それを個別具体的に施行する都市計画事業自体をいうものと
解すべきところ、本件条例が施行された昭和五六年一〇月一日の時点において、本
件拡幅事業に係る工事は未だ着手されていなかったから、本件拡幅事業は、附則３
項所定の知事に対する届け出を要する対象事業に当たる。
そして、附則３項は、旧法の規定に基づき都市計画決定のされた対象事業が長期間
着工されないまま放置された場合に、対象事業に係る法的関係の安定性と旧都市計
画法上環境配慮義務を定めた規定がなかったこととの均衡を図るべく、知事との協
議により必要に応じて環境影響評価手続を行うことを定めた規定であって、事業者
が右の届け出を怠ったような場合にまでこのような配慮により環境影響評価手続の
潜脱を許す趣旨の規定とは解されないから、同項の届け出がされなかった事業につ
いては、当然環境影響評価手続をすべきことになると解すべきである。
本件拡幅事業については附則３項による届け出がされていないから当然環境影響評
価手続がされるべきであった。
エ　本件拡幅事業は、後記（３）（２）のとおり本件地下道路事業と不可分一体の
関係にあり、本件条例九条二項所定の「相互に関連する二以上の対象事業を実施し
ようとするとき」に当たるから、これらの事業の事業者はこれらの対象事業を併せ
て同条一項所定の調査等を行い、評価書案等を作成し、及び提出すべき義務を負う
ものであった。
（２）　本件拡幅事業の施行者である東京都は、本件認可の申請にあたり、本件条
例に基づき履践すべき環境影響評価書案及びその概要の作成及び提出（本件条例九
条）等の手続を履践せず、本件条例に基づく義務（本件条例七条）に違反したか
ら、本件認可の申請手続は法令に違反するものであり、本件認可は法六一条所定の



要件を欠く違法なものである。
（３）　本件承認の環境影響評価手続の欠缺ないし不備による違法
（１）　本件地下道路事業は本件条例の対象事業に当たり、現に環境影響評価のた
めの調査等が行われ本件環境影響評価書が作成されたが、本件条例九条は、環境影
響評価は、知事が予め定める環境影響評価に係る技術上の指針（以下「技術指針」
という。）に従って行われるべきことを定めているところ、右調査等は、以下のと
おり技術指針に従わないでされた不適切なものであるから、本件条例所定の環境影
響評価がされたとはいえない。
ア　技術指針によれば、大気中の二酸化窒素の濃度の予測は、将来の一定の時点に
おいて当該道路がなかったとしたときの窒素酸化物の濃度（以下「バックグランド
濃度」という。）に、同じ時点で当該道路ができた場合にそこを走行する自動車に
より増えるであろう窒素酸化物の濃度（以下「寄与濃度」という。）を加え、これ
を二酸化窒素の濃度に転換するという方法が定められている。
しかしながら、本件環境影響評価書においては、二酸化窒素の濃度を予測する手法
として、窒素酸化物のバックグラウンド濃度と窒素酸化物の寄与濃度をそれぞれ個
別に二酸化窒素のバックグラウンド濃度及び二酸化窒素の寄与濃度に転換したうえ
で、両者を加えるという二酸化窒素の予測数値を不当に小さくする転換方法によっ
ている。
また、窒素酸化物のバックグラウンド濃度は基準年である昭和六〇年の窒素酸化物
総排出量、同年の窒素酸化物平均濃度、予測年度（平成七年度及び一二年度）の窒
素酸化物総排出量予測値をもとに自然界の窒素酸化物濃度について補正し比例配分
して計算するものであり、本件環境影響評価書においてはその窒素酸化物総排出量
予測値として昭和六三年に発表された環境庁大気保全局による「窒素酸化物対策の
新たな中期展望」（以下「新中期展望」という。）記載の平成五年度の予測数値の
うち今後対策を追加した場合の予測数値、即ち、大気汚染の状況が改善されること
を前提とした数値を使用しているが、本件環境影響評価書が作成された平成二年七
月には、すでに昭和六三年度までの大気汚染の状況の測定結果により窒素酸化物濃
度が悪化し、窒素酸化物総排出量が増大していることが公表され、右予測数値が不
正確であることが判明していたのであるから、このような最新の数値によらずに大
気汚染の状況が改善されることを前提とした数値を基礎としてされたバックグラウ
ンド濃度予測値は不正確なものである。
さらには、本件環境影響評価書では将来の二酸化窒素バックグラウンド濃度を算定
する際、これを不当に低くするような補正を加えていること、将来予測についても
生じるおそれのある誤差を評価していないこと、また地下道路に随伴する換気所か
らの排気による短期高濃度汚染を全くとりあげていないこと等の点において適切さ
を欠くものであるから、本件環境影響評価手続には瑕疵があるというべきである。
イ　本件環境影響評価書においては、技術指針等により予測、評価をすべきである
とされている浮遊粒子状物質の排出量に関する予測がされていない。
被告は、窒素酸化物等と異なり、浮遊粒子状物質の排出量の予測手法は確立してお
らず、予測精度が低いから、これを予測しなくてもその環境影響評価手続には不備
がないと主張するが、技術指針は、予測が困難であるため環境基準が設定されてい
ても予測を行わなくてよいとする物質としてオキシダントを挙げているものの、浮
遊粒子状物質についてはこのような定めを置いていないし、精度の点は劣るとして
も浮遊粒子状物質の予測手法は存在しており、本件条例は予測精度が低くても、そ
の段階で採りうる最高の手法で予測をすることを要請していると解されることから
すれば、予測精度が低いことは浮遊粒子状物質についての予測を不要とする理由に
はならない。
ウ　本件地下道路事業は、縦一三・八ないし三二・六メートル、横二八・五メート
ルから三七・四五メートルの巨大な地下構造物を築造するものであるから、その実
施にあたっては地盤沈下に係わる地形、地質・土質の状況及び地下水の状況を把握
するために必要なボーリング調査、各地層の土質についてのＮ値、粒度特性、力学
特性、圧密特性などの詳細な物理探査、土質試験等を行うべきであるのに、本件拡
幅事業に係る環境影響評価手続ではそのような調査が行われておらず、その調査の
手法、内容が適切でない。
（２）　本件各事業は、次のアからオまでのとおり相互に不可分一体の関係にある
から、本件条例九条二項所定の「相互に関連する二以上の対象事業」に当たる。し
たがって、東京都と首都高速道路公団とは本件各事業を併せて同条一項所定の調査
等を行い、評価書案等を作成し提出する義務を負うものであった。しかし、このよ



うな環境影響評価手続は行われなかったから、本件地下道路事業についても同条例
に定める環境影響評価は結局されなかったこととなる。
ア　本件拡幅事業は昭和二五年に都市計画変更決定がされた後四〇年以上もの間認
可の申請もされずに放置されていたのに、平成二年八月一三日に中央環状新宿線建
設計画が決定されると、右事業の完成のためには地上部分の拡幅が不可欠であるこ
とから、その翌年の平成三年三月八日に本件地下道路事業の予定区域についてのみ
本件認可がされ、更にその三日後の同月一一日には本件地下道路事業に係る本件承
認もされることとなった。このような経過からすれば、両者が「相互に関連する」
一体のものであることが明らかである。
イ　本件地下道路事業は、首都圏整備計画の一環として位置づけられている中央環
状線の一部として遂行されているものであるが、昭和六一年頃までは環状第六号線
が同整備計画の整備推進対象として挙げられていなかったのに、本件地下道路事業
の都市計画決定がされた直後の平成二年九月にはこれが整備推進対象として挙げら
れるようになった。
このような首都圏整備計画という国の根幹的な施策の推移からも、本件各事業の関
連性は明らかである。
ウ　本件拡幅事業の費用の三分の二は、首都高速道路公団法四〇条、同法施行令六
条、道路整備特別措置法施行令附則五条により、本件拡幅事業に係る環状第六号線
が本件地下道路事業に係る道路と密接な関連を有する道路（道路整備特別措置法施
行令附則五条）であることから、事業施行者である東京都ではなく、本件地下道路
事業の事業主体である首都高速道路公団及び国が負担することになっている。
エ　本件地下道路事業の建設方法は、地上から掘削して構造物を築造していく開削
方式を採用しており、幅四〇メートルにわたる構造物を埋め込む本件地下道路事業
を行うためには地上部分の拡幅が必要となるから、本件各事業は一方の事業の存続
が他の事業の存続を前提とするものである。
オ　本件拡幅事業は首都高速道路公団法二九条一項三号に基づく業務委託により施
行者である東京都に代わって首都高速道路公団が行うものであるから、本件各事業
の事業主体は実質的には同一である。また、本件各事業の事業目的は多心型都市構
造の形成のため新宿、渋谷及び池袋の三副都心を結ぶものである点において共通し
ている。
八　原告らの主張に対する認否及び反論
１　原告らの主張１について
（一）　原告らの主張１は争う。
法一条は、法の目的を定めた規定であって、行政処分の効力規定ではないから、法
運用の指針とはなっても、個別具体的な行政処分の効力に直接影響を及ぼすことは
ない。したがって、原告らの法一条違反の主張は、本件各処分の取消事由の主張と
しては失当である。
（二）　原告らは、湾岸線、中央環状線東側区間等の首都高速道路の建設によって
も都心環状線を利用する車両の数や、渋滞時間は減らなかったから中央環状新宿線
を建設しても、都心環状線の渋滞の解消は図りえないと主張する。
しかしながら、右主張においてはいかなる状況をとらえて渋滞というのかが明らか
ではなく、また、渋滞時間は渋滞の特徴の一部を示す目安とはなるものの、渋滞状
況全般を正確にとらえるものではないから、右主張は不正確なものというべきであ
る。
中央環状線東側区間の開通後の昭和六三年度の都心環状線の一日当たりの利用台数
は、同六〇年度の四七万三〇〇〇台から四五万六〇〇〇台へと減少している。ま
た、渋滞とは時速二〇キロメートル以下で車列の延長が一・五キロメートル以上に
達した状態が三〇分以上継続した場合をいうことを前提として、渋滞状況全体を把
握するために首都高速道路公団が測定した、各路線について特定された区間（各指
定ブロック）における渋滞時間、渋滞発生回数及び渋滞距離に基づいて渋滞量を検
討すると、湾岸線開通後、一号羽田線上りでは昭和六〇年度から同六三年度まで渋
滞量が減少するなど、湾岸線、中央環状線東側区間等の首都高速道路の建設には、
渋滞緩和効果が認められるから、原告らの主張は失当である。
２　原告らの主張２（二）について
（一）　原告らの主張２（二）は争う。
法二条は、都市計画の究極的な目標が健康で文化的な都市生活と都市活動の双方の
目的を確保すること、そのためには土地の利用を個人の恣意に委ねることなく、適
正な制限を課することによって合理的な土地利用が図られなければならないことを



宣言したものであり、適切な都市形成を実現するための政策的目標を標榜した理念
的な指針にすぎない。したがって、同条は法一三条を指導する規定ではあっても、
都市計画決定の処分要件であると解することはできないから、法二条に違反するこ
とを理由に本件各都市計画の違法、ひいては、本件各処分の違法をいう原告らの主
張は失当である。
（二）　また、都市計画において定められた都市施設が、土地を適正かつ合理的に
利用するものといえるかどうかは、当該施設の都市における役割、その必要性、効
率性、立地条件、経済効果等の様々な観点から検討して判断されなければならず、
そのためには、様々な資料を収集して分析し、技術的、政策的見地から総合的に審
査することが必要となる。したがって、右の判断は、右のような検討及び総合的な
審査を行い都市政策を立案する能力を有し、都市計画の内容について最終的に政治
的責任を負担しうる行政庁である都市計画決定者の行政的、技術的裁量に委ねられ
るべきである。
原告らは中央環状新宿線との位置について東日本旅客鉄道株式会社の山手線の一部
の地下に建設する案（以下「ＪＲ山手線地下案」という。）を対案として指摘する
が、右のとおり都市施設の位置の判断は、都市計画決定者の裁量に委ねられるべき
であるから、右の主張はそれ自体失当である。なお、ＪＲ山手線地下案によれば、
高速三号線、四号線及び五号線に中央環状新宿線の接続を見込んで既に設置されて
いる構造上の対応を利用できないから、新たに接続部分を設けるためのこれらの道
路の大規模な改築や、インターチエンジ建設のための新たな用地の取得等が必要と
なり、事業費も莫大なものとなる。したがって、右案は道路整備の効率的な執行及
び首都高速道路事業の採算性の確保の点で不合理なものであり、土地の適正かつ合
理的な利用に寄与するものとはいえない。
（三）　中央環状新宿線建設計画は、次のとおり土地の適正かつ合理的な利用に寄
与するものである。
中央環状新宿線は、都心環状線を通過する交通の迂回、分散を図り、首都高速道路
網全体の効率的な利用を図るために建設された中央環状線の西側区間に当たり、既
に供用を開始している中央環状線の東側区間（葛飾江戸川線及び葛飾川口線）及び
事業中の北側区間（王子線）並びに調査中の南側区間（中央環状品川線）と一体と
なって、一周の環状道路を形成するものである。
中央環状新宿線の計画位置については、都市高速道路と幹線道路とを適切に組み合
わせた効率的な道路網の形成、池袋、新宿及び渋谷の各副都心の整備及び育成、高
速三号線、四号線及び五号線との接続、土地に対する新たな私権制限を最小限に抑
えるものであること等を検討して決定したものであり、かつ、右計画においては従
来、高架式構造で計画されてきたところを地下式構造に変えるなど、沿道地域の環
境の保全にも十分配慮したものとなっている。
３　原告らの主張２（三）は争う。
４　原告らの主張２（四）について
（一）　原告らの主張２（四）（２）の事実のうち中央環状新宿線の位置並びに豊
島台、淀橋台及び開析谷の地質層が原告ら主張のとおりであること、河谷底に存在
する沖積層の粘土、腐食土は極めて軟弱な土質であることは認め、その余は否認す
る。地盤が軟弱であるか否かは、別表２のとおりその上に建設される構造物との相
対的関係によって決せられるところ、中央環状新宿線が通過する目黒台、淀橋台及
び豊島台における関東ローム層及び凝灰質粘土層は、同表の地盤種別におけるＢ―
１又はＢ―２の区分に属する地盤であり、中層の建築物であれば、直接基礎が可能
であるから、本件地下道路事業の事業地の地盤が本件地下道路を建設するうえで軟
弱であるとはいえない。
（二）　同（３）の事実のうち本件地下道路事業の事業地には西から東に流れる地
下水脈が多く存在することは認め、その余は否認する。
（三）　同（４）の事実は否認する。
（四）　同（５）の事実は否認する。なお、法一三条一項一一号は、都市計画決定
をするにあたっては、法六条一項に規定する基礎調査の結果に基づくとともに、政
府が法律に基づき行う人口等の調査の結果について配慮すべきことを定めた規定で
あって、事業対象地を個別具体的に地質調査しなければならないことを定めた規定
ではないから、原告らの同（５）の主張は失当である。
５　原告らの主張２（五）について
本件条例に基づく環境影響評価手続は、都市計画決定手続において履践しなければ
ならないものではないから、この点に関する原告らの主張はそれ自体失当である。



６　原告らの主張３（一）について
事業認可の対象の中に、過去に事業が完了した区間が含まれていても、右区間と一
体的に一つの都市計画事業を遂行する必要がある場合に、右区間を含も事業を認可
したからといって事業認可が無効となるものではない。
本件認可は、昭和三七年に事業認可を受け都市計画事業を行った延長一一メートル
の区間について、その両側の区間と道路の横断構成を併せて車道、歩道、路面の排
水施設等の構築物を整備したり、その両側の区間に路面の高さを合わせて車道及び
歩道の舗装を施工したりするなど、一体的に都市計画事業を施行する必要があるた
めに、右区間を含んだ渋谷区＜地名略＞から豊島区＜地名略＞までの延長八二〇〇
メートルの区間を一つの都市計画事業として認可したものであるから、右区間が含
まれているからといって、本件認可が無効となるものではなく、また、その認可申
請手続が法令に違反することになるものでもない。
７　原告らの主張３（二）について
（一）　環境影響評価手続は、地方公共団体が公害防止及び自然環境の保全等を目
的として独自の要綱や条例によって定めているものであり、次の（二）のとおり、
都市計画の決定ないし都市計画事業の認可又は承認をするにつき法律上履践しなけ
ればならない手続ではないから、その欠缺又は不備があるからといって、認可又は
承認が違法となるものではない。したがって、原告らの右手続の欠缺の主張は、本
件各処分の取消事由の主張として失当である。
（二）　法六一条所定の「法令」には、以下のとおり条例は含まれない。
（１）　条例は憲法九四条を根拠に地方公共団体が自主的な判断をもって定立する
ことのできる法規範であるから、法律とは根拠を異にし、法律に抵触しない限り地
方自治の本旨に従って自由に内容を定めうるものである。ところで、法六一条各号
列記以外の部分は、事業認可または承認に当たり申請手続が法令に違反しないこと
を求めるに過ぎないところ、条例が法令に含まれるとすると、法とは存立根拠を異
にし、かつ法の立法者が関知しえない条例によって認可等の基準が新たに、しかも
無制限に設定されることを認めるに等しいことになり、これは都市計画法の予定し
ないところである。
（２）　本件条例と本件公害防止計画とは、原告らの主張するような手段目的の特
別な関係に立つものではない。
本件公害防止計画は、公害対策基本法一九条二項に基づき、内閣総理大臣の指示を
受けて東京都知事が策定したものであり、本件条例は、東京都独自の環境政策上の
必要性に基づいて制定された自治法規であって公害対策基本法一八条等の規定を直
接の根拠としたものではないから、本件公害防止計画と本件条例は、基礎となる法
体系を異にし、その性格も異なる法規範である。したがって、両者が原告らの主張
するような目的と手段の関係にあるものではなく、都市計画事業が公害防止計画に
適合するかどうかは本件条例に基づく環境影響評価手続によって決せられるとする
原告らの主張は失当である。
（三）　仮に、右の主張が認められないとしても、本件拡幅事業には以下のとおり
本件条例は適用されるものではない。
（１）　附則２項は、本件条例施行の際、既に都市計画決定その他の許認可等が行
われている対象事業について本件条例を遡及させて適用し新たな手続規制をすると
すれば、右許認可等によって確立した法的秩序を崩すこととなることから、そのよ
うな事態を避けるために右のような対象事業には本件条例を適用しないことを定め
た規定であり、附則３項は、附則２項により本件条例の適用を受けないこととされ
た対象事業のうち、旧法の規定による都市計画の決定がなされた対象事業で、本件
条例施行の際に工事に着手していないものについては、その都市計画の策定時から
相当の時間が経過していることに鑑み、必要に応じて条例を適用すべきことを定め
た規定であると解される。
右各規定の趣旨からすれば、旧法の規定による都市計画の決定がなされた対象事業
で、本件条例施行の際にその事業に係る工事に着手したものについては、附則２項
の規定により同条例は適用されないと解すべきである。
（２）　そして右のような都市計画決定に基づく法的秩序の維持を図るという附則
２項及び３項の趣旨からすれば、附則３項所定の「都市計画がなされた対象事業」
とは、具体的には、本件拡幅事業のように都市計画で定められた内容のものを個別
具体的に施行する都市計画事業ではなく、本件における環状第六号線整備事業のよ
うに、既に決定された特定の都市計画にその内容として掲げられている道路の新設
又は改築をいうものと解すべきであり、昭和二五年三月二日の変更決定に係る「東



京都市計画幹線街路環状第六号線建設計画」の内容をなす環状第六号線整備事業
（以下「環状第六号線整備事業」という。）に係る工事は本件条例の施行日（昭和
五六年一〇月一日）には既に着工されていたから、環状第六号線整備事業を個別具
体的に施行する都市計画事業である本件拡幅事業は、附則３項が本件条例の施行の
日から三月以内に知事に届け出ることを要するものとする対象事業には当たらない
と解すべきである。
したがって、本件拡幅事業については、附則２項により、本件条例が適用されるも
のではないと解される。
（３）　本件地下道路事業について行われた環境影響評価手続については、原告ら
の主張するような不備はない。
（１）　二酸化窒素について
本件環境影響評価書は、作成時点である平成二年七月において最新の科学的知見と
データであった新中期展望を用いて二酸化窒素の環境濃度の予測を行ったものであ
る。また、窒素酸化物の二酸化窒素への転換式には複数の方法があり、いずれの方
法が最も適切であるかについては学説等の一致をみない状況であるが、本件環境影
響評価書において用いられた転換式は、右のように最新の科学的知見とデータを利
用したものであるから、それが原告らの採用した転換式と一致しなかったからとい
って不当なものということはできない。
（２）　地下水等について
右環境影響評価手続は、建設省所管道路事業環境影響評価技術指針における「現状
調査は、原則として既存の文献又は資料により行う。」旨の規定及び東京都環境影
響評価技術指針における「現地調査及び既存資料の整理・解析の方法による。」旨
の規定並びに「予測及び評価を行うために必要なものを選択する。」旨の規定に基
づき、予測・評価の説明に必要と思われるものを選択して調査を十分に行ってい
る。
（３）　本件条例一〇条は同条例九条一項の規定により行う予測及び評価の項目に
ついて既に得られている科学的知見に基づき予測及び評価を行うことが可能なもの
のうちから選択するものと定めているところ、東京都環境影響評価技術指針関係資
料集において参考知見にあげられている「浮遊粒子状物質汚染の解析・予測」によ
れば、浮遊粒子状物質については、その汚染状況の解析・予測が可能になったもの
の、二酸化硫黄、窒素酸化物に比べ、環境濃度の再現精度が十分ではなく、路面状
態、走行速度等に対応した発生源種類別排出係数の整備や、ガス状汚染物質から二
次粒子への変換に関するデータの整備等の点で課題が残されているとの指摘がされ
ており、現段階では浮遊粒子状物質の予測に必要となる十分な知見が得られていな
いうえに予測誤差範囲を特定する知見も得られていないと考えられたところから、
選定項目から除外したものである。
〔引用部分終了〕
第三　証拠関係（省略）
○　理由
一　当裁判所も、控訴人のうち別紙控訴人目録の控訴人番号一ないし一八二の控訴
人らの本件訴えは、不適法であるから却下すべきであり、その余の控訴人らの請求
は理由がないから棄却すべきものと考える。その理由は、次のとおり付加、訂正、
削除するほかは、原判決の理由説示のとおりであるから、これを引用する。
〔付加、訂正、削除の上、引用された原審判決部分〕
一　請求原因１及び２の事実は当事者間に争いがない。
二　原告らの本件訴えについての原告適格の有無について
１　行政事件訴訟法九条に規定する行政処分の取消しを求めるについて法律上の利
益を有する者とは、当該処分により自己の権利又は法律上保護された利益を侵害さ
れ又は必然的に侵害されるおそれのある者をいい、右の法律上保護された利益と
は、当該処分の根拠となった行政法規が私人等の権利主体の個人的利益を保護する
ことを目的として行政権の行使に制約を課していることによって保護されている利
益をいうものと解される。そして、特定の行政法規について、ある利益が右の法律
上保護された利益に当たるものといえるかどうかは、当該行政法規がその利益を一
般的、抽象的にではなく個別的、具体的な利益として保護するものであるかどうか
を、当該行政法規の趣旨、目的、当該行政法規が当該処分を通して保護しようとし
ている利益の内容、性質等を総合的に考慮し判断することによって、決せられるべ
きである。
原告らは、行政事件訴訟法九条にいう法律上の利益を有する者とは、裁判所が具体



的事案において原告の主張する利益が裁判上の保護に値するかどうかを判断して訴
えの利益を肯定できる者をいうと解すべきであると主張するが、そのような見解に
よれば、特定の者が当該訴えについて原告適格を有するかどうかを判断する具体的
な基準が定立されないこととなって相当でないから、これを採用することはできな
い。
２　法五九条の規定による認可又は承認がされると、都市計画事業の施行者には事
業地内の土地の収用又は使用の権限が付与され（法七〇条一項、法六九条、土地収
用法五条等）、また、右認可又は承認の告示がされると、当該事業地内における土
地等の所有権や使用権について、法六五条（土地の形質の変更、建築等の制限）、
法六七条（土地建物等の先買い）等に規定するような制約が課されることとされて
いる。したがって、その認可又は承認に係る事業地内の土地等に関して権利を有す
る者は、その認可又は承認によって自己の権利を侵害され又は必然的に侵害される
おそれが生じることとなるから、その取消しを求める法律上の利益を有するという
ことができる。
一方において、原告らの主張するような本件認可又は承認に係る事業地付近の住民
の大気汚染による健康被害若しくは地盤沈下の被害を受けないという利益又はこれ
らの住民の良好な生活環境を享受するという利益については個々の住民に帰属する
利益として個別的具体的に保護するため法が行政権の行使に制約を課すことを窺わ
せるような趣旨の規定は見当たらない。
原告は、法制定の経緯や法二条の基本理念、法一三条には環境保護を目的とする規
定が多いこと、法が公害対策基本法等の公害防止を目的とする法律と連動する法律
であること等を理由として、法が付近の住民のこれらの利益を個別的具体的にも保
護していると解すべきであると主張する。たしかに、法二条は健康で文化的な都市
生活の確保を法の基本理念の一つとして規定しており、法一三条には、都市計画に
おける地域や都市施設の決定等に関し、都市計画が公害防止計画に適合するもので
あること（各号列記以外の部分）、居住環境の保全（一号）、公害を防止する等適
正な都市環境の保持（二号）、良好な都市環境の保持（四号）、区域の防災、安
全、衛生等に関する機能の確保、区域内の良好な環境の形成又は保持（七号）、居
住環境の整備（二項）等良好な都市環境の形成及び保持という環境利益の保護の観
点から配慮すべき事項を定めている。しかし、これらの規定は、広い地域を対象と
する都市計画の決定やこれに基づく施策を実現するについて、一般的、抽象的に都
市環境の形成及び保持という公益を実現すべきことを規定するに留まるものであ
り、これらの規定によって、法が、都市計画の対象となる地域における住民個々人
の大気汚染若しくは地盤沈下の被害を受けないという利益又はその良好な生活環境
を維持するという利益を個別的、具体的に保護していると解することはできないの
である。法は、都市計画の案の作成について住民の意見を反映させるための公聴会
の開催等の措置を講ずることや、都市計画の決定に当たり関係市町村の住民及び利
害関係人が意見書を提出できることを規定するが（法一六条、一七条）、これらの
規定も都市計画に広く住民の意見を反映させるという一般公益上の目的を実現する
ために設けられたものと解されるのであって、このような手続が設けられているか
らといって、都市計画の対象となる地域周辺の住民の前記のような利益が個別的、
具体的に保護されていると解することもできないといわざるを得ない。
原告らは、本件認可又は承認に係る事業の完成によって特別直接かつ重大な環境上
の損害を受ける危険性のある地域に居住し、通勤し又は通学する者として、他の被
害を受ける可能性のある者から特定されているから、原告らには、一般的公益に吸
収解消されない特別の利益が帰属しており、そのような特別の利益は行政処分の根
拠法規によって個別的、具体的に保護されていると解すべきであると主張する。し
かし、住民の大気汚染若しくは地盤沈下の被害を受けないという利益又は住民の良
好な生活環境を享受するという利益は、事業地付近の広い範囲にわたる住民に一般
的に共通する利益であり、付近住民が多かれ少なかれ、本件認可又は承認に係る事
業によってその利益に影響を被るのであって、特定の範囲の住民については、その
利益の侵害が他の住民と区別し得る程に重大かつ直接的であるということが、その
侵害をもたらすとされる事業の施行前に明らかとなることがあり得るとは経験則上
考えられないし、本件認可又は承認の根拠法規にもそのような住民を区別するよう
な基準を定める規定は置かれていない（原告らは、本件条例の定めがそのような基
準であるとの主張をするが、後記九のとおり、本件条例の定めは本件認可又は承認
の適法要件となるものではないから、このような見解を採ることはできない。）。
そうすると、原告らのこの主張も採用することができないのである。



なお、控訴人らは、最高裁判所平成四年九月二二日第三小法廷判決（いわゆるもん
じゆ事件判決）を引用して、その基準によれば、控訴人らはすべて原告適格を有す
ると主張する。当裁判所は、右最高裁判所判決は、従来の同裁判所の判例を踏襲す
るもので（このことは、同判決自体が控訴人らの主張するいわゆるジュース表示事
件判決（最高裁判所昭和五三年三月一四日第三小法廷判決）を含む従来の判例を引
用していることに照らしても明らかである。）、前記理由（引用に係る部分）を変
更する必要はないものと考える。ただ、右判決は、当該処分を定めた行政法規が、
不特定多数者の利益を保護する趣旨の規定である場合であっても、それが帰属する
個々人の個別的利益としても保護する趣旨を含む場合があり、係る場合には、処分
によりその個別的利益が侵害され又は必然的に侵害されるおそれのある者も当該処
分の取消訴訟における原告適格を有する旨を判示したものであり、当裁判所も、も
とより、右の判断基準は相当であると考える。そこで、以下において、右の観点か
らの当裁判所の見解を付加することとする。
控訴人らは、法一三条一項四号の良好な環境の保持及び同条一項の各号列記以外の
部分の公害防止計画適合性によってもたらされる利益は、前記控訴人らの個別的な
法的利益であると主張するが、右の各利益は、都市計画に係る都市施設の付近住民
が等しく享受すべき利益であるから、不特定多数者の利益を保護したものであるこ
とは明らかである。そこで、法が、これを専ら一般的公益の中に吸収解消させるに
とどめず、これと並んでその利益が帰属する個々人の個別的利益としても保護すべ
きものとする趣旨を含むと解されるか否かについて検討することとする。
先ず、控訴人らは、法一三条一項四号か「都市施設は、土地利用、交通の現状及び
将来の見通しを勘案して、適切な規模で必要な位置に配置することにより、円滑な
都市活動を確保し、良好な都市環境を保持するように定めること。」と定めている
ことをとらえて、本件各事業地の周辺住民の良好な都市環境の保持は、法によって
保護された利益であり、しかも、これは付近住民の個別的利益であると主張する。
しかし、右主張は採用することができない。そもそも、法は、その一条及び二条に
よると、多様化する都市活動が一体として十分な機能を発揮し得るように、都市の
健全な発展を図り、公共施設を適切に配置すること等秩序ある整備を図ることによ
り、健康で文化的な都市生活及び機能的な都市活動を確保しようとするものであ
り、そのためには土地の合理的な利用が不可欠であるところから、適正な規制のも
とに合理的な土地利用が図られるべきであるとしているのである。してみると、法
は、土地の個別的な権利と都市計画との間の調節を図り、「健康で文化的な都市生
活」及び「機能的な都市活動」の実現を期そうとするものであることが明らかであ
り、換言すれば、法は、ここにいう「健康で文化的な都市生活」及び「機能的な都
市活動」を、法が都市計画を介して実現すべき目的ないしは理念として掲げ、土地
利用の制限といういわば私権を制限する手段を用いてでも、その実現を図ることか
できるようにしたものであって、このような目的の実現によってもたらされる利益
は、付近住民か等しく享受できるもの（すなわち公益）であり、不特定多数者の利
益に当たることは疑いがない。法か、このように、他の私権を制限してでも、実現
すべき公益として、「健康で文化的な都市生活」又は「機能的な都市活動」を掲げ
ていること及び法一六条、一七条は前説示のとおり都市計画に係る付近住民の権利
を保障したものと解することはできず他に付近住民の権利を保障する趣旨の規定は
ないことを総合して考えると、右の公益を実現すべき旨の規定が、同時に、付近住
民の享受する個別的利益としても保障した趣旨に出たものでないことは明らかであ
る（ちなみに、これに対比しうる関係を、核原料物質、核燃料物質及び原子炉の規
制に関する法律についてみるに、同法一条とそれが引用する原子力基本法の精神と
によると、同法は、原子炉の利用等による「災害を防止し」、「公共の安全を図
る」ために、「原子炉の設置及、運転」等の規制を行い、もって「原子力の研究、
開発及び利用を促進することによって、将来におけるエネルギー資源を確保し、学
術の進歩と産業の振興とを図り、もって人類社会の福祉と国民生活の水準向上とに
寄与」することを目的としている。そして、ここにいう「災害の防止」、「公共の
安全」は、一面において、不特定多数者の利益を保護するものであることが明らか
であるが、規制の在り方いかんによっては「災害の防止」、「公共の安全」の程度
に差異が生じうることを考慮すると、他面において、原子炉等の運用により万一起
こる災害によって必然的に被害を被る原子炉等の付近住民の個別的利益をも保護す
る趣旨が含まれていると解されるところである。これに対して、同法が、規制を介
して実現を期している対象である「エネルギー資源の確保」や「人類社会の福祉、
国民生活の水準向上」等の利益は、専ら公益を保護する趣旨であって、個々人の個



別的利益を保護する趣旨に出たものでないことは明らかである。）。
ところで、控訴人らの主張する法一三条一項四号は、法一条及び二条の右の趣旨
を、都市計画中の都市施設について改めて宣明したものにほかならないのであっ
て、都市施設の周辺住民が等しく良好な都市環境を保持できるようにすることを定
めたもので、周辺住民の良好な都市環境を害されないという個別的利益をも保護し
た規定であると解する余地はない（なお、控訴人らは、同号の「良好な都市環境」
の中には、都市施設の付近住民の生命、身体を保護する趣旨を含むかのように主張
するが、「都市環境」とは、一般に、交通、衛生、治安、経済、文化、生活便益等
広範な都市における生活環境を総称するものであって、このことは、同項が、市街
化区域にあっては道路、公園、下水道を、第一種住居専用地域等にあっては義務教
育施設を都市施設として定めるべきことを規定していることに照らしても、明らか
である。）。
次に、控訴人らは、法一三条一項各号列記以外の「当該都市について公害防止計画
が定められているときは、都市計画は、当該公害防止計画に適合したものでなけれ
ばならない。」と規定していることをとらえて、法は、本件各事業の付近住民の公
害被害を受けない利益を個別的利益として保護したものであると主張する。しか
し、右主張も採用することができない。すなわち、同項の規定は、従来、都市は自
然の膨張のままに放置され、種々の理由からその規制がされるようになっても、こ
れらが有機的に整合しない限りは、健全な都市の形成、発展は望めないところか
ら、都市計画の基準として他の法律等に基づく計画との整合性のある計画の策定を
期したものであって、このことは、同項がその直前において、全国総合開発計画、
首都圏開発計画等の法律に基づく国土計画や地方計画、さらには道路、河川、鉄道
等の施設に関する国の計画に適合するように定めなければならないと規定している
ことからも明らかである。換言すれば、法が、同項の各号列記以外において、「当
該都市について公害防止計画か定められているときは、都市計画は、当該公害防止
計画に適合したものでなければならない。」と定めたのは、公害防止計画を無に帰
せしめることがないようにするとともに、都市計画を真に実効性のあるものとする
ための、専ら公益の保護に出た規定である。仮に、控訴人らの主張するように、こ
れを付近住民の個別的利益の保護をも配慮した規定であるとすると、法は、公害防
止計画が定められている都市の住民に対しては、これが定められていない都市の住
民と区別して、特別の保護を規定していることとなるが、このような区別が合理的
理由を持ちえないことは明らかであろう
よって、控訴人らの右各主張は、いずれも、本件各事業の付近住民の原告適格を基
礎付けるものとはいえない。
また、原告らは法一六条及び一七条に定める手続に参加したことによって、原告ら
の有する事実上の利益が法律上の利益に高まる旨の主張をするが、右主張は独自の
見解に基づくものであって、採用することができない。
以上によれば、本件認可又は承認に係る事業地付近の住民の大気汚染若しくは地盤
沈下の被害を受けないという利益又はその良好な生活環境を享受するという利益
が、本件認可又は承認に関する根拠法規において個別的、具体的に保護されている
ものということはできないから、原告らは、そのような利益の侵害を理由として
は、その原告適格を基礎づけることはできない。
３　右２に判示したところにより、本件訴えについて、原告らに本件認可又は承認
の取消しを求める法律上の利益があるかどうかを検討する。
成立に争いのない甲第一七五号証の一、二及び弁論の全趣旨により真正に成立した
ものと認められる同第一九〇号証によれば、別紙控訴人目録の控訴人番号一八三の
控訴人が本件各事業の事業地である地域内に土地の持分権及び建物の区分所有権を
有し、成立に争いのない甲第一七六号証の一ないし三及び前掲同第一九〇号証によ
れば、同番号一八四の控訴人が右地域内に土地及び建物を所有し、弁論の全趣旨に
より真正に成立したものと認められる甲第一八〇号証の一、二、同一八四号証、同
一八五号証及び前掲同一九〇号証によれは、同番号一八五ないし一八七の控訴人ら
がいずれも右地域内の土地上に存する建物の賃借権を有していることがそれそれ認
められる。
右各事実によれば、別紙控訴人目録の控訴人番号一八三ないし一八七の控訴人らは
本件各事業地内に所在する土地等に関して権利を有し、本件認可又は承認によって
その権利に前記の法的効果を受ける者であるから、本件各処分により自己の権利を
侵害され又は必然的に侵害されるおそれのある者として、その取消しを求める法律
上の利益を有する者というべきである。



４　一方、別紙控訴人目録の控訴人番号一ないし一八二の控訴人らが本件各処分に
係る事業地内に存する土地等に関して権利を有しないことは、原告らの自認するも
のであるところ、法五九条の認可又は承認ないしその告示により生じる土地の収用
又は使用等（法七〇条一項、六九条、土地収用法五条等）、土地の形質の変更、建
築等の制限（法六五条）等の法的効果は、事業地内にある不動産に関して権利を有
する者にのみ及ぶものであるから、そのような権利を有しない右の控訴人らが、右
の法の規定により自己の権利又は法律上保護された利益を侵害され又は必然的に侵
害されるおそれのある者に該当しないことは明らかであり、法の他の規定や趣旨を
検討しても、法が、右控訴人らの主張する利益をそれが帰属する個々人の個別的利
益として保護すべきものとする趣旨を含むものと解することはできないから、本件
各処分の取消しを求めるについて法律上の利益を有するものではないといわなけれ
ばならない。
三　本件各処分の適法性について
法六一条によれば、法五九条の認可又は承認が適法に行われるためには、その申請
手続が法令に違反せず、申請に係る事業が法六一条一号及び二号に該当するもので
あることを要するところ、本件各処分の申請書及び添付書類が法六〇条の規定に従
って適式に被告に提出されたこと並びに本件各事業が右各号に該当することを基礎
づけるものとして被告の主張する事実について、原告らはこれを明らかに争わない
から自白したものとみなされる。これらの事実によれば、その事実の限度において
本件各処分の申請手続が法令に違反するものではなく、本件各事業が右各号に該当
するものであることを認めることができる。原告らは、右各事実以外の事由を主張
して本件各処分の適法性を争うので、以下、これらの事由が本件各処分の違法事由
となり得るものであるかどうか及び違法事由となり得るものであれば、その主張の
ような事由があるかどうかについて判断する。
四　原告らの主張１及び２（二）について
原告らは、法六九条が都市計画事業にも土地収用法を適用する旨定めており法七〇
条一項は都市計画事業について土地収用法二〇条の事業認定の手続自体は省略した
ものの、同条各号に規定する要件が適用されることまで否定するものではないとし
て、同条各号に規定する要件は都市計画事業の認可又は承認或いは都市計画決定の
適法要件であると主張する。
法七〇条一項が都市計画事業について法五九条所定の都市計画事業の認可又は承認
を土地収用法二〇条の事業の認定に代えるものとした趣旨は、原告らが主張するよ
うに、都市計画事業が土地収用法二〇条各号所定の要件を具備するものであること
が都市計画決定ないし法五九条の認可又は承認等の法上の手続により保障されてい
るとの考慮に基づくものであると解されるが、そうであるとすれば、法は、都市計
画事業については、都市計画決定から都市計画事業の認可または承認に至る一連の
手続が法の規定に従い適法に行われているものであれば、当然当該事業は、土地収
用法二〇条各号の要件を満たすものとする立法政策を採ったものということとなる
から、法五九条の認可又は承認の適法性は、右認可若しくは承認又はその前提とな
る都市計画決定が法の設定する要件を満たすものであるかどうかによって判断すれ
ば足り、右認可又は承認に係る事業が土地収用法二〇条各号所定の要件を具備する
ものであるかどうかについてまで判断する必要はないものと解される。
そうすると、申請に係る事業に土地を収用し、又は使用する公益上の必要性がある
こと（土地収用法二〇条四号）を法五九条の認可又は承認の効力要件であると解
し、或いは、事業計画が土地の適正かつ合理的な利用に寄与するものであること
（同条三号）を都市計画決定の効力要件であると解することはできないから、この
点に関する原告らの主張は、違法事由とすることのできない規定の違反を主張する
ものとして、それ自体失当なものというほかはない。
また、原告らは法一条及び二条を法五九条の認可若しくは承認又は都市計画決定の
効力規定であると主張するが、法一条は法の目的を、法二条は都市計画の基本理念
をそれぞれ示した規定であって、いずれも法の解釈及び運用についての一般的指針
となり得るものではあるが、それ以上に法に基づいて行われる個々の行政処分の効
力に直接影響を及ぼすような要件を定めた規定と解することはできない。したがっ
て、原告らの法一条及び二条違反の主張は、本件各処分の取消事由の主張としては
失当であるというべきである。
五　原告らの主張２（三）について
１　都市計画決定の違法と件各処分の違法事由との関係
道路等の都市施設（法一一条一項一号）について法の定める要件を欠く都市計画決



定がされても、右都市計画決定は、不特定多数の者に対して一般的抽象的な制約を
課するものに過ぎないし、その段階においてはこれを争訟の対象とする成熟性が欠
けているから、これをもって行政事件訴訟法三条二項所定の取消訴訟の対象となる
行政庁の処分その他公権力の行使に当たる行為とはいえず、右決走の取消しを求め
ることは許されない。しかしながら、右都市計画決定に続いて法五九条に定める都
市計画事業の認可又は承認がされる段階に至ると、特定の者に対し個別的具体的な
制約が課されることとなるし、争訟の対象とする成熟性も備わることとなってくる
から、右の認可又は承認をもって取消訴訟の対象とすることが可能となる。この場
合において、右の認可又は承認は、適法な都市計画決定がされていることを前提と
して、その上に積み重ねられる手続であるから、都市計画決定が違法であれば、当
然その認可又は承認も違法となるものであり、都市計画決定の違法事由は、右認可
又は承認の違法事由としてその取消訴訟において主張することができるものと解す
べきである。よって、以下、原告らが本件各都市計画決定の違法事由として主張す
るところを検討する。
２　原告らの主張２（三）の違法事由
（一）　本件各都市計画の法一条、二条違反の主張について
原告らは、本件各都市計画が本件公害防止計画に適合しないから法一条、二条及び
一三条一項各号列記以外の部分に違反する旨の主張をする。このうち法一条及び二
条違反の主張は、右四のとおり、右各条が法の目的及び都市計画の基本理念を定め
た規定であり、都市計画決定の適法要件に関する規定ではないから、それ自体にお
いて失当というべきである。
（二）　本件各都市計画が適合すべきものとする公害防止計画について
法一三条一項各号列記以外の部分において都市計画が適合しなければならないもの
とされる公害防止計画は、都道府県知事が公害対策基本法一九条二項に基づき同条
一項所定の内閣総理大臣により指示された基本方針に従って作成し、内閣総理大臣
の承認を受けたものをいうと解される。
東京都についての公害防止計画は都知事により昭和四七年一二月に最初の東京地域
公害防止計画が定められており、中央環状新宿線建設計画が決定された平成二年七
月の時点における東京都についての公害防止計画は昭和六三年三月に定められた本
件公害防止計画であることは、当事者間に争いがない。
（三）　環状第六号線整備計画の決定について
原告らは、環状第六号線整備計画は本件公害防止計画に適合しないから、これに基
づく本件認可は法一三条一項各号列記以外の部分に違反すると主張する。
しかしながら、環状第六号線整備計画が昭和二五年に旧法の規定に基いて決定され
たものであることは当事者間に争いがないから、旧法の規定に基づく決定の適法性
は旧法の下においてのみ判断されなければならず、その判断について法を遡及して
適用することは、法にこれをすべき旨の特段の規定が設けられていない限りできな
いものというべきである。法にはそのような特段の規定が設けられていないから、
環状第六号線整備計画の決定について法一三条一項各号列記以外の部分を適用し
て、その適法性を判断することはできない。そして、旧法において法一三条一項各
号列記以外の部分に相当する規定が設けられていなかったことは明らかである。
なお、法附則一〇項により必要な経過措置について定める法施行法二条は、法の施
行の際（昭和四四年六月一四日）現に旧法の規定により決定されている都市計画
は、法の規定による相当の都市計画とみなす旨を定めるが、右規定は、既に旧法の
規定により決定されている都市計画については、法一五条一項及び二二条の規定に
より、建設大臣、知事または市町村のいずれが定めたものかの区分を当然に行うこ
とにするなど、旧法の規定に基づく都市計画決定により形成された秩序を維持しつ
つ、これと法による制度との調整を図る趣旨の規定であると解されるから、法施行
法二条を根拠として、旧法の規定に基づく都市計画決定に法が遡及的に適用される
ものとすることはできない。
原告らは、法施行法二条などを根拠に法一三条が都市計画決定の適法要件ではなく
都市計画それ自体の適法要件を定めた規定であると主張するが、法施行法二条につ
いて原告らの主張するような解釈をとり得ないことは右のとおりであり（仮に、控
訴人ら主張のように、都市計画の決定当時は適法であったとしても、法の施行によ
り都市計画が違法となる場合があるというのでは、前記の法施行法二条の趣旨が没
却される結果となりそのように解することができないことは明らかである。）都市
計画の決定という行政行為を離れて、都市計画それ自体の適法違法をいうことはで
きないから、法一三条が都市計画それ自体の効力要件を定めた規定であるとする原



告らの主張は失当である。
また、原告らは、環状第六号線整備計画は昭和四七年に最初の東京地域公害防止計
画が定められた後である昭和五五年に法二一条によって見直しがされており、その
際には、その時点における公害防止計画に適合するように都市計画を変更すること
ができたのにこれがされなかったから、本件都市計画は違法となり、したがって本
件認可も違法となる旨を主張する。しかしながら、適法に行われた都市計画の決定
は、例えその後の社会情勢等の変化によって都市計画の変更をすることが相当とな
ったからといって、遡って違法となるものではなく、また都市計画の変更の決定
が、原告らの主張するような公害防止計画との適合性の見地からは行われなかった
からといって、その変更の決定が違法となるものでもない。原告らの主張は、環状
第六号線整備計画を公害防止計画に適合するよう変更する決走をすべきであるのに
これをしないという不作為について、その違法を主張するものであり、本件認可の
前提となっていることからその違法が直ちに本件認可の違法となる都市計画の決定
については、そのような事由は到底違法事由となり得ないものである。したがっ
て、原告らの右主張はそれ自体において失当であるというべきである。
以上によれば、環状第六号線整備計画が本件公害防止計画に適合していない旨の主
張は本件認可の取消事由の主張として、それ自体失当なものであり、採用すること
ができない。
（四）　中央環状新宿線建設計画の決定について
法一三条一項列記以外の部分にいう公害防止計画は、公害対策基本法一九条二項に
基づき定められるもので、現に公害が著しく、かつ公害の防止に関する施策を講じ
なければ公害の防止を図ることが著しく困難になると認められる地域等特定の要件
がある地域において実施されるべき公害の防止に関する施策に係る計画をいうので
あるから、この点を本件公害防止計画（成立に争いのない甲第五二号証）について
見てみることにする。
本件公害防止計画は、東京都知事が昭和六三年に、東京都のうち離島部分と日の出
町、五日市町、槍原村、奥多摩町の部分とを除いた全域を策定地域として、昭和六
六年度（平成三年度）末に公害対策基本法九条の定める環境基準が達成維持される
ことを目標として策定したものであり、計画の主要課題として、都市地域（二三区
及び隣接五市を指す。）における大気汚染対策ほか四課題を掲げている。
そして、大気汚染に係る施策の基本的方向として、「窒素酸化物については、清掃
工場等大規模発生源に対する排出量削減指導、都独自の「窒素酸化物削減指導要
綱」に基づく指導、民生等小規模燃焼機器対策の推進等環境基準の達成を目指し、
新たな施策を講ずる」とし、昭和六五年（平成二年）度目標を設定して、これを達
成するための施策として、固定発生源対策として、大規模発生源に対する削減対策
の強化、中規模発生源に対する削減指導、定置型内燃機関対策の推進、民生等小規
模燃焼機器対策の推進、地域暖冷房の推進を掲げ、移動発生源対策として、自動車
排出ガス規制の強化と並んでその他の自動車対策として、「都の推進している「自
動車使用合理化指導標準」に基づき共同輸・配送等、物資輸送の合理化など交通量
の抑制、信号機の高度化、交通管制センターの整備等交通管制システムの整備、必
要な交通規制の実施、幹線道路の交差点の立体化を図るとともに、環状道路等の道
路網の整備を行う。なお、道路の整備に当たっては、必要に応じ環境保全対策を講
ずるなと、環境保全に配慮するものとする。」としている
ところで、法一三条一項は、「当該都市について公害防止計画が定められていると
きは、都市計画は、当該防止計画に適合したものでなけれはならない。」と規定す
るが、ここにいう公害防止計画が、当該地域において実施されるべき公害の防止に
関する施策に係る計画を指すことは明らかであるから、法は、公害防止計画に盛ら
れた施策との間の適合性を要求していることは明らかであり、したがって、都の施
策の実施を不能にし又は著しく困難にする場合及び都の実施する施策の効果を直接
減殺するような場合には、これに適合しないこととなるが、都市計画が公害防止計
画に盛られた施策に積極的に寄与することまでも要求する趣旨でないことは明らか
である。
控訴人らは、本件公害防止計画が平成三年度末に環境基準が達成されることを目標
として掲げていることをとらえて、本件各事業がこれが達成を阻害ないし悪化させ
るものであれは、本件公害防止計画に適合しないこととなると主張するが、その失
当であることは、前説示により明らかである（そもそも、都市計画と環境基準の特
定の時期までの達成の可否とは、比較可能性のない事柄であり、仮にすべての都市
計画が環境基準値の特定の時期までの達成に支障のないものに限られるとすると、



各都市計画毎にその時点での環境基準値と現況との乖離を検討しなければならない
こととなるだけでなく、都市計画が策定される時期の前後によって、公害防止計画
適合性の有無の判断に不整合の余地を残すこととなり、かくては法の期待する都市
計画の目的を達することはできないこととなるから、このような解釈を採りえない
ことは明らかである。）。
そこで、さらに進んで、右の見地から、中央環状新宿線建設計画が、本件公害防止
計画に適合するか否かについて検討する。右建設計画は、その設計の概要が原判決
別紙事業目録二の三２記載のとおりで、これにより、首都高速道路の都心環状線を
通過する交通の迂回、分散を図り、放射線を含む首都高速道路全体の効率的利用及
び高速道路本来の機能を発揮させるとともに、一般環状道路からの利用転換を図る
ことにより周辺街路の混雑を緩和し、さらには渋谷、新宿、池袋の三副都心の育成
を介して東京の多心型都市形成に資することを目的とするもので、もとより前記本
件公害防止計画の窒素酸化物対策の実施を阻害したり、その実施による効果を減殺
するものでないばかりでなく、同対策が道路の渋滞を解消させることにより窒素酸
化物の削減を図ろうとする思想と一致するものと言うことができる。してみると、
右中央環状新宿線建設計画は本件公害防止計画に適合していることが明らかである
（なお、控訴人らは、本件公害防止計画が「道路の整備に当たっては、必要に応じ
環境保全対策を講ずるなど、環境保全に配慮するものとする」としている点をとら
えて、本件地下道路事業には、脱硝装置の設置、短期高濃度汚染対策がされていな
いから、右計画に適合しないと主張するが、右計画に示された窒素酸化物対策は、
他の部分が、固定発生源対策、移動発生源対策とも具体的であるのに比し、控訴人
ら主張の道路整備に当たっての環境保全については、右のとおり抽象的な表現に止
まっていることに照らしても、また、いずれも成立に争いのない甲第一九四号証、
乙第六〇ないし六二号証によって認められる、本件公害防止計画が策定された昭和
六三年はもとより、本件承認がされた平成三年当時においても、現実の道路整備に
伴って実施できるような低濃度脱硝技術及び短期高濃度汚染の防除策は、開発され
ていなかったことに照らしても、控訴人らの主張する脱硝装置の設置又は短期高濃
度汚染対策が施されていないことをもって、中央環状新宿線建設計画が本件公害防
止計画に適合しないということはできない。）。
次に、本件公害防止計画の浮遊粒子状物質対策の記述をみると、「浮遊粒子状物質
は、固定発生源、移動発生源及び自然界に起因するもののほか、二次的に生成され
るものなど複雑多岐であるため、現状では発生源別の実体把握及び発生源と環境濃
度との関係などについて未解明な部分が残されている。環境基準の確保のために
は、これらの調査研究を進め、汚染予測モデルを開発し、削減手法を確立する必要
がある。」との認識を示した上、施策については、次のとおりとしている。すなわ
ち、「環境基準の達成を目途に、移動発生源に対する黒煙規制と併せ、固定発生源
に対するばいじん等の削減対策を講ずる。ア　大気汚染防止法及び東京都公害防止
条例に基づくばいじん規制、粉じん規制の遵守及び集じん装置の維持管理の徹底を
引き続き実施する。イ　良質燃料の使用指導、地域暖冷房の加入促進を引き続き推
進する。ウ　削減対策を確立するため、次のような調査研究を進める。（１）一時
汚染物質が大気中で反応し、浮遊粒子状物質を生成する機構に関する調査研究
（２）固定発生源・移動発生源からの排出量及び自然界からの寄与率の解明に関す
る調査研究（３）汚染予測手法の確率に関する調査研究」
以上を要するに、浮遊粒子状物質については、その発生、拡散のメカニズムすら十
分に解明されていないため、本件で問題となる移動発生源に対する具体的な施策と
しては、黒煙規制（特にディーゼル車に対するもの）を掲げるに止まっており、し
てみると、中央環状新宿線建設計画が、本件公害防止計画が定める対策を困難にし
又はその実施の効果を減殺するということもできないから、右都市計画は、本件公
害防止計画に適合するものというべきである。
以上によれば、中央環状新宿線建設計画は本件公害防止計画に適合しているものと
いうべきである。
六　原告らの主張２（四）について
１　原告らは、本件地下道路事業の事業地の地盤が軟弱である上に、中央環状新宿
線の建設によって地下水脈が遮断されるため、地盤沈下や出水が発生して住民に家
屋倒壊等による生命、財産の危険を及ぼすことが予測されるから、中央環状新宿線
建設計画は法一三条一項四号に定める「都市施設を適切な規模で必要な位置に配置
する」という基準を満たさないものであり、また、本件地下道路事業の実施につい
て事業地の地盤や地下水脈の状況等に関する十分な調査が行われていないから、中



央環状新宿線建設計画における中央環状新宿線の規模及び位置の決定にあたって、
地盤や地下水脈の状況等に関する法六条一項に基づく基礎調査の結果を配慮したと
はいえず、右計画は法一三条一項四号及び一一号に違反すると主張する。
法一三条は、適正な都市計画を定めるについて準拠すべき基準を設定しているが、
法が都市計画を定めるについては土地利用、都市施設の整備及び市街地開発事業に
関する事項を一体的かつ総合的に定めることをその基準としていること（法一三条
一項各号列記以外の部分）からも明らかなように、都市計画は広い地域を対象にし
て様々な利益を衡量しながら政策的にこれを総合して定められるものであり、同条
が準拠すべき基準として掲げるものの中には一般的抽象的であって指針に留まるも
のが多いことに鑑みれば、同条各号に掲げられている基準の全てが都市計画決定の
効力要件であると解することはできないから、当該基準が都市計画決定の効力要件
であるか、或いは、運用上の指針にとどまるものであるかは同項各号に設定された
基準ごとにこれを判断していかなければならない。
このような見地から法一三条一項四号をみると、同号は、都市施設に関する都市計
画について、これを土地利用、交通等の現状及び将来の見通しを勘案して、適切な
規模で必要な位置に都市施設を配置することにより、円滑な都市活動を確保し、良
好な都市環境を保持するように定めるべきことを規定しており、このような定め
は、相当に一般的であり、抽象的な基準の設定であるといわなければならない。し
かし、このような定めであっても都市施設に関する都市計画の内容について定める
基準として相応の実効性を肯定することができ、この基準に反するような不合理な
内容の都市計画が定められた場合にはその決定が違法となることはあり得ることで
あるから、右規定は、都市施設に関する都市計画の決定についての効力要件を定め
たものということができる。
この場合、ある都市施設についてその適切な規模をどのようなものとするか、また
これをどのように配置するかといったことは、一義的に定めることのできるもので
なく、様々な利益を衡量し、これらを総合して政策的、技術的な裁量によって決定
せざるを得ない事項というべきである。したがって、このような判断については、
技術的な検討を踏まえた政策として都市計画を決定する行政庁の広範な裁量権の行
使に委ねられた部分が大きいものであるといわざるを得ないから、都市施設に関す
る都市計画の決定は、これを決定する権限を有する行政庁がその決定について委ね
られた裁量権の範囲を逸脱し、あるいはこれを濫用したと認められる場合に限って
違法となるものというべきである。
２　以下、右のような見地に立って、本件地下道路事業の事業地への中央環状新宿
線の建設という事業が原告らの主張するように地盤沈下等の被害を発生させる蓋然
性が高く、本件地下道路事業の事業地の住民らの生命、身体あるいは財産に危険を
及ぼすことが明らかであって、中央環状新宿線建設計画の決定に裁量権の逸脱又は
濫用があるといえるかどうかについて検討する。
３　東京都議会において中央環状新宿線を地下式とする方針が打ち出された後、昭
和六三年六月から本件地下道路事業を対象事業として本件条例による本件環境影響
評価手続が開始されたこと、右手続においては地盤沈下、地形及び地質も評価事項
とされていたこと、右手続に基づき本件環境影響評価書が作成され、都知事に提出
されたこと及びその後中央環状新宿線建設計画が決定されたことは原告らにおいて
明らかに争わず、これを認めることができる。
そして、成立に争いのない甲第三二号証（本件環境影響評価書）、乙第五五号証及
び第五六号証並びに弁論の全趣旨によれば、中央環状新宿線建設計画の決定にあた
っては、東京地盤図、東京都総合地盤図Ｉ及び東京都交通局地質調査等の既存の資
料により、本件地下道路事業の事業地における地層と滞水層の分布状況を想定した
こと、また、右各地層の土質は、東京地盤図及び東京都総合地盤図ＩにあるＮ値
（土の硬度を示す値）及び土質試験結果を基に想定したこと、これらの既存資料の
うち東京地盤図は三四二一本のボーリング柱状図を記載するなど過去に行われた多
数のボーリング記録を基にして作成された資料であり、東京都総合地盤図Ｉも三四
九九地点での地質調査結果と一万六七二〇個の土質試料の試験結果に基づいて作成
されたものであることが認められる。そして、右のように過去の多くの調査結果に
基づいて作成され、信頼性の高い既存資料をもとに地層や滞水層の分布状況及び土
質を想定したことは、十分科学性を有する合理的なものということができる。
なお、本件地下道路事業の事業地に関する地層の分布状況は当事者間に争いがない
が、原告らは、右地層のうち中央環状新宿線が通過する関東ローム層や凝灰質粘土
層はかなり軟弱な土質から成るものであると主張する。この点については、地盤の



強度はその上に建設される構造物と相関させなければ判断することができないもの
と考えられるところ、弁論の全趣旨によれば、これらの地層は中層の建築物を建設
するに足りるだけの強度を持つものと認められるから、本件地下道路事業の事業地
の地層が本件地下道路事業の施行によって地盤沈下等を起こすほど軟弱なものであ
ると認めることはできない。
そして、前掲の甲第三二号証及び弁論の全趣旨によれば、右の地層や滞水層の分布
状況及び地層の土質工学的特性を踏まえ、本件地下道路事業について本件条例に基
づき行われた環境影響評価手続における地下水脈及び地盤への影響の評価をも考慮
した結果、本件地下道路事業の実施による地盤及び地下水への影響としては、
（１）開削工法を用いたトンネル部での掘削に伴う土留壁の変形による土留壁背面
地盤の変形・沈下、（２）開削工法を用いたトンネル部における砂地盤のボイリン
グ（地下水の噴出）に伴う背面地盤の変形・沈下、（３）揚水工法による開析谷に
分布する粘性土層・腐食土層の圧密による周辺地盤の地盤沈下、（４）シールド工
法を用いたトンネル部での、切羽の崩壊、地下水位の低下及びトンネル外周と地山
の空隙部への充填不良等による地盤沈下の各点に留意すべきことが明らかになった
ことが認められる。
前掲の甲第三二号証、成立に争いのない甲第三三号証、乙第五八号証及び第五九号
証並びに弁論の全趣旨によれば、出水や揚水による地下水位の変化をもたらさない
工法として、遮水性の高い土留工法である地下連続壁工法（地盤を掘削機で溝状に
掘削し、泥水状の地盤安定液を利用して、その掘削壁の崩壊を防止しながら地中に
鉄筋コンクリート壁を連続して構築していく工法）や、底面からの湧水を防ぐため
の土留壁を不透水層まで入れ底面からの湧水を防ぐ方法、あるいは、透水層内の地
盤改良を行うことにより底面からの湧水を防ぐ方法があること及び中央環状新宿線
建設計画においては、地下水位の低下の原因となる地下水の汲み上げを要する地下
水低下工法によらずに、右の各工法によるものとされたことが認められる。
本件地下道路事業の事業地の地下水脈は概ね西から東に流下しているものと認めら
れること及び本件地下道路の一部がこれを南北に遮断することになることは被告に
おいて明らかに争わず、これを認めることができるが、右のように本件地下道路が
地下水脈を遮断して建設されるとしても、右の各工法により工事が行われる限り、
地下水位の低下等の地下水への影響は少ないものと見込まれるから、地盤沈下が発
生する蓋然性は相当に少ないということができる。
４　また、前掲の甲第三二号証、第三三号証、乙第五八号証及び第五九号証並びに
弁論の全趣旨によれば、本件地下道路事業においては、地下構築物について剛性の
高い地下連続壁等の土留壁構造を採用し、逆巻き工法で掘削するなど、土留壁の変
形の少ない工法及び軟弱地盤の場合や、掘削深度の大きい場合にも安全に掘削でき
る工法により工事を行うことが認められるから、土留壁の変形によって地盤沈下が
発生する蓋然性も相当に少ないということができる。
更に、前掲各証拠によれば、本件地下道路事業は、地下水脈を全面的に遮断するこ
とがないよう、河谷底、鉄道との交差部等ではパイプループ工法を、インターチェ
ンジ部の一部ではシールド工法によるものとされており、また、開削工法の区間に
おいても地下水流保全対策を講じるものとされている。
したがって、本件事業の実施による地下水脈の変化は少ないものいうことができ、
地下水位の変化によって地盤沈下が発生する蓋然性も相当に少ないということがで
きる。
５　以上によれば、本件地下道路事業が実施されても、それによって出水や地盤沈
下が発生する蓋然性が高いとはいえず、中央環状新宿線建設計画によって本件地下
道路事業の事業地付近の住民の生命、身体あるいは財産に危険が及ぶことは通常考
えられないといい得るから、都知事が、右事業についてそのような危険があるの
に、その委ねられた裁量権の範囲を逸脱し、あるいはこれを濫用して都市計画の決
定をしたと認めることはできない。そうすると、その決定をもって法一三条一項四
号所定の都市計画基準に違反するということはできない。
６　法一三条一項一一号が、都市計画を決定するに当たりその結果に配慮すべき旨
を規定する調査とは、法六条一項の規定による都市計画の基礎調査、及び、政府が
法律に基づき行う人口、産業、住宅、建築、交通、工場立地その他の調査であっ
て、原告らの主張する事業対象地に対する個別具体的な地質調査はこれに当たらな
いものであり、かつ、弁論の全趣旨によれば中央環状新宿線建設計画の決定にあた
っては、法一三条一項一一号に規定する右のような調査の結果が配慮されたことが
認められるから、右計画に法一三条一項一一号に反する違法はないというべきであ



る。
七　原告らの主張２（五）について
原告らは、昭和六〇年六月六日建設省都計発第三四号建設省都市局長通達によれば
環状第六号線整備計画の計画書には本件拡幅事業についての環境影響評価の概要を
附記すべきところ、右計画書にはこれが附記されてないから、右計画の決定は法一
四条一項に違反する旨の主張をする。
しかしながら、すでに判示したとおり、環状第六号線整備計画は旧法の規定により
決定されたものであり、右決定の適法性は法ではなく旧法の規定により判断されな
ければならないのであるから、原告らの右主張はそれ自体失当なものといわなけれ
ばならない。
なお、法一四条一項は、都市計画書には建設省令で定めるところにより都市計画を
表示すべき旨を定めているが、法施行規則（昭和五〇年建設省令三号）九条三項
は、法一四条一項所定の計画書には法及び法施行令の規定により都市計画に定める
べき事項の外、当該都市計画を定めた理由を附記すべきことを定めるに留まる。そ
して本件条例に基づく環境影響評価書は、法及び法施行令の規定により都市計画に
定めるべき事項にも、当該都市計画を定めた理由にも当たらないから、その概要が
計画書に附記されていなくても、都市計画書の表示に法一四条一項に反する点があ
るとはいえない。原告らが、その主張の根拠とする昭和六〇年六月六日建設省都計
発第三四号建設省都市局長通達は、右計画書に任意に記載すべき附記事項について
の行政庁の見解を明らかにしたものに過ぎず、これが法一四条一項にいう建設省令
に当たらないことは明らかである。したがって、旧法はもとより、法のもとにおい
ても、都市計画の計画書に右通達に従った附記事項の記載がされなかったからとい
って、その計画書が法一四条一項の規定に違反した表示をしたものとなるものでは
ない。
八　原告らの主張３（一）について
本件拡幅事業のうち東京都渋谷区＜地名略＞から同区＜地名略＞までの区間（延長
一一メートル）に係る部分については昭和三七年に既に都市計画事業の認可がされ
その告示もされていることは当事者間に争いのないところ、原告らは、本件認可は
過去にされた認可と重複してされたものであるから、右重複部分については無効で
あり、かつ、右のような部分を含む認可の申請手続は法令に違反するから、本件認
可は全体としても法六一条各号列記以外の部分に反し違法であると主張する。
しかしながら、都市計画に定められた都市施設を完成させるために、過去に事業が
完了した区間を含めてこれと一体的に一つの都市計画事業を遂行する必要が生じる
ことは、道路等の都市施設の整備に関する都市計画においてはあり得ることであ
り、そのような事業の実施を許してはならないとするような法上の規定は存しな
い。したがって、事業認可の対象区間に過去に認可がされ事業か完了した区間が含
まれていたとしても、そのことは事業認可を無効とする事由にならず、また、その
ことによって、認可の申請手続が違法となるものでもない。したがって、原告らの
右主張は失当である。
九　原告らの主張３（二）（※）について
１　原告らは、本件条例が法六一条各号列記以外の部分の規定する認可又は承認の
申請手続において遵守されるべき法令に含まれると解し、そのうえで、本件各処分
の申請者である東京都及び首都高速道路公団は、それぞれその申請に係る事業につ
いて環境影響評価手続を行わず、或いは、これを本件条例に定める方法によっては
行わなかったから、本件各処分の申請手続が法六一条に違反すると主張する。
２　しかしながら、法六〇条及び六〇条の二の各規定によれば、都市計画事業の認
可又は承認を受けようとする者は、六〇条一項各号所定の事項を建設省令の定める
ところにより記載した申請書を同条三項各号所定の書類を添付して法六〇条の二第
一項所定の期間内に建設大臣又は都道府県知事に対して提出すべきこととされてお
り、法は右各規定以外に法五九条の認可又は承認の申請手続について定める規定を
持たないから、法六一条各号列記以外の部分において予定されている法五九条の認
可又は承認の申請手続とは、具体的には法六〇条に定められた申請書及び添付書類
の提出をいうものと解するのが相当である。
そして、法は右手続について、六〇条において申請書の記載及び添付書類の記載事
項及び記載方法を、六〇条の二において申請書及び添付書類の提出期間を定め、こ
れらの形式的要件以外には右手続を規制する規定を置いていない。
以上のような法に規定の仕方からすれば、法六一条各号列記以外の部分において予
定されている法五九条の認可又は承認の申請手続に係る法令とは、法六〇条及び六



〇条の二並びに法六〇条が申請書の記載事項及び記載方法並びに添付書類等の細目
について定めることを委任している建設省令をいうものであり、本件条例その他の
条例や規則はこれに含まれないと解するのが相当である。
本件条例においても、事業者が本件条例に定める手続を正当な理由なく懈怠した場
合の制裁として、知事に対して、当該事業者の氏名及び住所並びにその事実の公表
（本件条例四三条一項）及び公表した内容の当該事業の許認可者への通知（同条二
項）の義務を課するに留め、対象事業が法の規定により都市計画に定められる場合
につき、知事に対して環境影響評価手続を法の定める都市計画の決定の手続に併せ
て行うよう努めるべきことを定めるに留めていて（法四五条）、都市計画事業の施
行者が本件条例に定める手続を懈怠したことについて同条例が予定する制裁は、本
件条例四三条に定める右のとおりの効果に留まるのであって、これによりその施行
者に対してされた法六一条の認可又は承認が違法となることまで予定してはいない
のである。
したがって、本件条例の定める環境影響評価手続を法六一条にいう申請手続の一部
と解し、あるいは、本件条例を申請手続に関する法令と解することはできないので
あり、原告らが本件各処分の申請者である東京都及び首都高速道路公団について本
件条例について違反するとする主張は、本件各処分の取消事由の主張としてそれ自
体失当なものといわなければならない。
〔引用部分終了〕
二　よって、原判決は相当であり、本件控訴はいずれも理由がないからこれを棄却
することとし、控訴費用の負担について民事訴訟法九五条、八九条、九三条を適用
して、主文のとおり判決する。
別紙図面１～３、別表１、２（省略）
（別紙）
事業目録
一　都市計画事業の種類及び名称
東京都市計画道路事業幹線街路環状第六号線及び補助線街路第五四号線
二　施行者の名称
東京都
三　事業計画の概要
１　事業地
収用の部分　　東京都渋谷区＜地名略＞、＜地名略＞、＜地名略＞、＜地名略＞、
＜地名略＞、＜地名略＞、＜地名略＞、＜地名略＞、＜地名略＞、＜地名略＞及び
＜地名略＞並びに新宿区＜地名略＞、＜地名略＞、＜地名略＞、＜地名略＞、＜地
名略＞、＜地名略＞、＜地名略＞、＜地名略＞及び＜地名略＞並びに中野区＜地名
略＞、＜地名略＞、＜地名略＞、＜地名略＞、＜地名略＞、＜地名略＞、＜地名略
＞、＜地名略＞及び＜地名略＞並びに豊島区＜地名略＞、＜地名略＞、＜地名略＞
及び＜地名略＞地内
使用の部分　　なし
２　設計その他の概要
（一）　事業区間　起点　東京都渋谷区＜地名略＞
終点　東京都豊島区＜地名略＞
（二）　通過地域　渋谷区、新宿区、中野区、豊島区
（三）　延　　長　八二〇〇メートル
（四）　幅　　員　四〇メートル
（五）　道路区分第四種第一級
（六）　車　線　数　往復六車線
３　事業施行期間　平成三年三月八日から平成八年三月三一日まで
事業目録二
一　都市計画事業の種類及び名称
東京都市計画道路事業都市高速道路中央環状新宿線
二　施行者の名称
首都高速道路公団
三　事業計画の概要
１　事業地
収用の部分　東京都目黒区＜地名略＞及び＜地名略＞、渋谷区＜地名略＞、＜地名
略＞、＜地名略＞、＜地名略＞、＜地名略＞、＜地名略＞、＜地名略＞、＜地名略
＞、＜地名略＞及び＜地名略＞、新宿区＜地名略＞、＜地名略＞、＜地名略＞及び



＜地名略＞、＜地名略＞、＜地名略＞及び＜地名略＞並びに＜地名略＞、＜地名略
＞、＜地名略＞及び＜地名略＞地内
使用の部分　東京都目黒区＜地名略＞、＜地名略＞、＜地名略＞及び＜地名略＞、
渋谷区＜地名略＞、＜地名略＞、＜地名略＞、＜地名略＞、＜地名略＞、＜地名略
＞、＜地名略＞、＜地名略＞、＜地名略＞、＜地名略＞、＜地名略＞及び＜地名略
＞、新宿区＜地名略＞、＜地名略＞、＜地名略＞、＜地名略＞、＜地名略＞、＜地
名略＞、＜地名略＞、＜地名略＞及び＜地名略＞、中野区＜地名略＞、＜地名略
＞、＜地名略＞、＜地名略＞、＜地名略＞、＜地名略＞、＜地名略＞、＜地名略＞
及び＜地名略＞並びに豊島区＜地名略＞及び＜地名略＞地内
２　設計その他の概要
（一）　事業区間　起点　東京都目黒区＜地名略＞
終点　東京都豊島区＜地名略＞
（二）　通過地域　目黒区、渋谷区、新宿区、中野区、豊島区
（三）　延　　　長　八七〇〇メートル
（四）　設計速度　毎時六〇キロメートル
（五）　車線数四車線
（六）　車線の幅員　三・二五メートル
（七）　道路区分　第二種第二級
（八）　構造形式　トンネル（本線部）
３　事業施行期間
平成三年三月三一日から平成八年三月三一日まで
以上


